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本報告書は，平成１８～２０年度の３年間にわたって実施した特別研究「中長期を対象とした持
続可能な社会シナリオの構築に関する研究」の研究成果を取りまとめたものです。
環境問題の多くは，消費活動，生産活動などの人間活動によって引き起こされています。その

一方で，これらの活動は人間にさまざまな利益をもたらします。このため，豊かな社会を築く上
で，人間活動によって生じる利益と，それに起因する環境問題によって生じる不利益を考慮し，
バランスある発展を目指すことが持続可能な社会を実現する上で重要です。
「どのような社会を築くことが持続可能な社会の実現につながるのか？」本研究は，この問題
に答えることを目指して開始されたものです。持続可能な社会を実現するためには，将来起こり
うる自分たちの社会・経済像を描き，持続可能な社会を構築するためのビジョンを持つことが重
要なカギとなります。本特別研究は，このような視点から，「現状のまま進むと，社会や経済は
どうなるのか？」，「持続可能な社会とは，どうあるべきなのか？」，「持続可能な社会は，どのよ
うな指標によって把握されるべきなのか？」という点について明らかにすることを目指しまし
た。
本研究は，ビジョン・シナリオを構築する研究と持続可能な発展に関する指標の研究から構成

されています。ビジョン・シナリオを構築する研究では，経済指標（GDPなど）や環境指標な
ど定量化の可能なものについては，将来シナリオを描くためのツールとしてモデル開発を行い，
それを用いて将来ビジョン・シナリオを構築しました。また，定量化の困難な事象については，
専門家のインタビューなどの手法を用いて，将来ビジョン・シナリオを描きました。一方，持続
可能な発展に関する指標の研究では，将来の指標開発に向けて，指標のあり方について検討し，
指標のフレームワークを提示しました。
環境と人間活動が調和した持続可能な将来の社会のあり方を明らかにすることは，容易ではあ

りません。しかし，本研究の研究成果が，困難な研究テーマに挑む第一歩の研究となることを確
信しています。
環境問題に関連して解決しなければならない問題が山積しています。持続可能な社会の実現に

向けて，今後このような研究が一層進展し，日本の環境政策を支える知見を提供できる研究活動
となることを期待しています。
本研究を進めるにあたり，研究所内外の多くの方々にご協力とご支援をいただきました。ここ

に深く感謝いたします。

平成２１年１２月
独立行政法人 国立環境研究所

理事長 大 垣 真一郎
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１．１ 研究の目的

さまざまな環境問題の解決策を検討する上で，環境問

題はもとより，エネルギーや食料等の安全保障，国際貿

易，社会経済活動などさまざまな観点から，将来にわた

る長期的な持続可能な社会のビジョンを定め，こうした

社会を実現するシナリオを検討することは，将来の政策

的な対応を議論する上で重要な意義をもつ。しかし，総

合的な観点から将来のビジョン・シナリオを描く研究は

ほとんど見られない。

ビジョンやシナリオを描く方法には，大別して２つあ

る。１つは定量的な整合性を重視し，モデルを用いた分

析手法に基づいて設定する方法であり，もう１つは包括

性を重視し，専門家などを対象としたインタビュー調査

などに基づいて，知見をとりまとめ，設定する方法であ

る。これらの方法には一長一短がある。前者の方法に

は，定量化できない対象についてビジョンやシナリオを

描くことが困難であるという問題があり，後者の方法に

は，社会変化のメカニズムを客観的な手法によってとら

えることができないという問題がある。

そこで，本研究の第一の目的は，定量化が可能な事象

については，統合評価モデルや計量経済モデルを用い

て，ビジョン・シナリオを描き，定量化が困難な事象に

ついては，専門家インタビューなどの手法を用いて，定

性的なビジョン・シナリオを描き，持続可能な社会像を

構築するための道筋や課題を明らかにする。

第二の目的は，持続可能な社会構築に向けたビジョ

ン・シナリオの実現を支援するために，今後着目すべき

指標のあり方を検討し，指標開発の枠組みを明らかにす

ることにある。将来な持続可能な社会構築に向けたビ

ジョン・シナリオを検討する場合，環境問題に関連する

指標を取り上げるだけでなく，さまざまな指標を取り上

げた上で，定量的な分析を行うことが重要である。これ

は，環境問題だけでなく，さまざまな社会問題や経済問

題が相互に連関している事実から明らかであろう。しか

し，これまで，持続可能な社会状態を表す指標として適

切なものが必ずしも提案されていない。このため，本研

究では今後，持続可能な社会構築のための詳細なビジョ

ン・シナリオの検討において重要な役割を果たすと考え

られる，持続可能性指標のあり方についても検討する。

１．２ 研究の構成と概要

本研究は，大別して，（１）持続可能な社会像を描き，

そこへ至る道筋や課題を明らかにする研究（ビジョン・

シナリオ構築に関する研究），（２）持続可能な発展にか

かる指標研究，から構成される。

（１）ビジョン・シナリオ構築に関する研究の概要

この研究は以下の３つの研究から構成されている。

①統合評価モデルを用いた持続可能な社会ビジョン・シ

ナリオの定量化に関する研究

②国際的な相互依存関係と国レベルの環境問題に関する

ビジョン・シナリオ研究

③インタビュー手法による持続可能な社会のビジョン・

シナリオ構築に関する研究

それぞれの研究概要は以下の通りである。

①統合評価モデルを用いた持続可能な社会ビジョン・シ

ナリオの定量化に関する研究

本研究では，国，地方という２つの異なるスケールを

対象に，応用一般均衡モデルをベースに，生産，消費活

動と環境負荷，環境改善の関係を明示的に取り込んだモ

デル開発を行い，それぞれの領域を対象とした将来像を

定量的に示すとともに，各領域で持続可能な社会を実現

するために必要な取組（効率改善や生産構造の変化な

ど）を組み入れた場合の社会及び環境の姿について定量

的に分析を行い，ビジョン・シナリオを構築する。

②国際的な相互依存関係と国レベルの環境問題に関する

ビジョン・シナリオ研究

現在，国際的に重要な政策課題として議論されている

ものに，貿易の自由化がある。貿易の自由化は，国際的

な相互依存関係を強めると同時に，各国の汚染物質排出

量にも大きな影響を及ぼす。本研究では，貿易の自由化

を明示的に考慮した国レベルの汚染物質（SO２，CO２，

BODを対象）排出モデルを構築し，計量経済学的手法

を用いて，貿易の自由化や経済成長が一国レベルの汚染

物質の排出量にどのような影響を及ぼしているのかを定

量的に明らかにする。その上で，将来の貿易自由化の進

展や経済成長が，一国（特に，先進国や発展途上国）の

排出量や環境にどのような影響を及ぼすのかを明らかに

する。

１ 研究の目的と経緯
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③インタビュー手法による持続可能な社会のビジョン・

シナリオ構築に関する研究

専門家に対して将来ビジョンに関するインタビューを

実施し，将来の環境ビジョンについて整理する。そのた

め，ワークショップ形式での検討を行い，２０５０年まで

の我が国の環境に関して何が問題かを明らかにし，その

原因となる人間活動は何かを俯瞰的に整理したマップを

作成した。また，専門家に対するインタビューに基づい

て，持続可能な社会の像を描き，その実現に至る道筋の

評価を試みる。同様に，環境問題の研究者が対処すべき

持続可能な社会の実現に向けた研究課題の抽出を行うこ

とで，今後の環境研究課題について議論する。

（２）持続可能な発展にかかる指標研究の概要

本研究では，持続可能発展指標の枠組みの検討を通じ

て，持続可能な発展指標が社会のどのような点を計測す

べきかを明らかにする。具体的には，①既存の持続可能

な発展にかかる国内外の指標をレビューし，指標が着目

している要素を分析し，②国内の外部有識者の知見を活

用しながら，今後，我が国が持続可能な発展を遂げるた

めに重要な要素を検討しつつ，新たな指標の枠組みのあ

り方を検討する。

１．３ 本研究で得られた成果の概要

本研究で得られた成果の概要を要約すると以下の通り

である。

（１）ビジョン・シナリオ構築に関する研究の成果概要

①統合評価モデルを用いた持続可能な社会ビジョン・シ

ナリオの定量化に関する研究

国や地方（茨城県）を対象とした環境と経済を統合す

るモデルを開発し，将来の持続可能な社会の実現可能性

について評価した。

（a）日本を対象としたビジョン・シナリオの定量化

日本を対象に持続可能な社会を評価するために，経済

活動と環境負荷及び環境保全活動を内生化した応用一般

均衡モデルを開発した。また，開発したモデルを用い

て，低炭素社会，循環型社会，自然共生社会，快適生活

環境社会の見地から目指すべき２０５０年の環境像と社会・

経済活動を定量的に明らかにした。モノの消費を志向す

る社会では，環境負荷は大きくなり，消費構造の変化も

持続可能な社会の構築には重要であることが分かった。

（b）地域を対象としたビジョン・シナリオの定量化

国レベルのビジョン・シナリオと整合的な地方レベル

のビジョン・シナリオを定量化するためのツール開発を

行った。市区町村では，データの制約からCGEモデル

を直接構築することは困難である。そこで，都道府県を

対象としたCGEモデルを開発し，その結果をメッシュ

データにダウンスケールするための手法を開発し，茨城

県を対象に水質や二酸化炭素排出量を対象に分析を行っ

た。その結果，例えば住民行動（太陽光発電の導入や浄

化槽の設置等）により２０３０年のこれらの環境負荷がBaU

と比較して１０％以上低減することを示した。

②国際的な相互依存関係と国レベルの環境問題に関する

ビジョン・シナリオ研究

国レベルの汚染物質排出（SO２，CO２，BOD）モデル

を構築し，貿易自由化の進展による国際的な依存関係の

進展が将来の環境汚染にどのような影響を及ぼすかにつ

いて分析した結果，以下の点が明らかとなった。

（a）SO２とCO２に関しては，貿易の自由化は，先進国で

は，排出量を減少させる効果をもつが，発展途上国

では，むしろ増加させる効果がある。したがって，

貿易の自由化の進展は，発展途上国におけるSO２よ

る大気汚染を深刻化させてしまう。また，温暖化問

題については，貿易を通じた，CO２のリーケージを

促進してしまい，先進国による温暖化対策の実効性

を弱めてしまう。

（b）BODについては，貿易の自由化は，先進国及び発展

途上国において，汚染を削減する効果をもつ。

（c）貿易の自由化が，汚染物質排出量に与える効果は，

短期では限定的であるが，長期的には大きなものと

なる。

（d）貿易の自由化によって，先進国の排出量が減り，発

展途上国のそれが減る主要因は，汚染天国効果が資

本労働効果を上回ることにある。（詳しくは，８ペー

ジ参照）

（e）SO２とCO２について，環境クズネッツ仮説は成立する。

SO２については，転換点となる一人当たり所得は，

＄１４，０４５～２４，６１６であり，CO２については，＄２４，７３２～

＄２９，６７８であると推定される。このため，将来，発

展途上国の排出量を減らし，世界的に環境負荷を減

らすためには，環境クズネッツ曲線の転換点（逆U

字曲線の頂点）の所得に到達していない国が早く，

転換点の所得水準に達し，環境保全の費用を負担で
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きるような経済状況に導くことが重要な課題となる。

（f）将来貿易の自由化を推進する際，環境政策において

国際的な政策協調が必要となると考えられる。そう

でなければ，貿易の自由化は，先進国から発展途上

国への汚染の輸出につながる恐れがある。

③インタビュー手法による持続可能な社会のビジョン・

シナリオに関する研究

（a）２０５０年までに起こると予想される環境面での持続可

能性を損なう恐れのある問題とその原因となる人間

活動を整理した人間活動－環境問題マップを作成し，

現在及び将来の環境問題や研究課題等の位置づけを

示すための全体像を明らかにした。

（b）日本を対象にした持続可能な社会を描くため，有識

者ヒアリングに基づいたデータを分析し，２０５０年頃

の望ましい環境像について定性的な記述を行った。

例えば，自然共生社会に関しては，それぞれの地域

の実情に応じたゾーニングを行うことが有効だが日

本ではあまり研究が進んでいない。これらのシナリ

オを描き，ゾーニングの意味づけを示すことが重要

である。また，循環型社会に関しては，日本の高度

な廃棄物処理技術を用いて積極的な資源回収を行う

ことも一案で，これらを踏まえた資源循環分析を行

うことが重要であることが分かった。これらの観点

を踏まえながら，各分野のビジョン・シナリオ作り

を行った。

（c）日本を対象に行った分析をアジアに適用させながら，

アジアを対象としたビジョン・シナリオ作りの論点

を取り上げた。自然共生社会ではより積極的なゾー

ニングでバイオマス生産地と自然保護地域の区分を

早めに決めることが有効な国土利用に貢献する可能

性がある。循環型社会に関しては，アジアから排出

される廃棄物の一部を日本が積極的に輸入して処理

することがアジア全体の廃棄物による環境負荷を削

減する可能性があることが示された。

（２）持続可能な発展にかかる指標研究の成果概要

①２６の国等が策定した１５２８の指標をレビューし，これ

らを「貧困」，「労働」，「気候変動」，「物質利用」，「国

の経済力」などの７７項目に分類・整理した。

②先進的な指標が確認できた。例えば，労働については

失業率の指標が多かったが，長期失業率のように単な

る格差ではなく，格差の固定化といった視点をとらえ

た指標が存在した。また，死亡・健康については，平

均寿命や特定の疾病にかかる指標が多かったが，健康

への満足度といった主観的要素を取り入れた指標が存

在した。

③一方で，指標開発における共通的な課題を抽出した。

主なものとして，（１）持続可能な発展指標において

時間軸をどのように考慮するか，（２）指標間のト

レードオフなど現象の構造を指標でどのように計測す

るか，（３）国等の指標で，国境を越える事象をどの

ように扱うか，（４）持続可能な発展の質的側面をど

のようにとらえるか，（５）持続可能な発展指標と生

活実感との乖離をどのように埋めるかといった点を指

摘できる。

④新たな指標開発の上で基礎となる枠組を策定した。そ

こでは，「環境」，「経済」，「社会」の３分野要素を

ベースに，各分野要素の関連を示す分野要素を配置提

示することで，分野間のつながりをより強調した。ま

た，個人の生活基盤として持続可能性に関わる要素

と，さらにそれを支える国（社会）全体の基盤につい

ての持続可能性に関わる要素の階層性を表現し，切り

分けることにした。

⑤専門家を招聘したワークショップを開催し，持続可能

な発展の上で重要な事項を選定し，持続可能発展指標

として重要と考えられるいくつかの指標候補を整理し

た。
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さまざまな環境問題の解決策を検討する上で，環境問

題はもとより，エネルギーや食料等の安全保障，国際貿

易，社会経済活動などさまざまな観点から，将来にわた

る長期的な持続可能な社会のビジョンを定め，こうした

社会を実現するシナリオを検討することは，将来の政策

的な対応を議論する上で重要な意義をもつ。しかし，総

合的な観点から将来のビジョン・シナリオを描く研究は

ほとんど見られない。

本章では，モデルやインタビューなどの手法を用い

て，持続可能な社会のビジョン・シナリオを構築する。

ビジョンやシナリオを描く方法には，大別して二つあ

る。一つはモデルを用いた定量的な分析手法に基づいて

設定する方法であり，もう一つは専門家などを対象とし

たインタビュー調査などに基づいて，知見をとりまと

め，定性的に設定する方法である。これらの方法には一

長一短がある。前者の方法には，定量化できない対象に

ついてビジョンやシナリオを描くことが困難であるとい

う問題があり，後者の方法には，社会変化のメカニズム

を客観的な手法によってとらえることができないという

問題がある。

そこで，以下では，定量化が可能な事象については，

統合評価モデルや計量経済モデルを用いて，ビジョン・

シナリオを描き（２．１節及び２．２節），定量化が困難な事

象については，専門家インタビューなどの手法を用い

て，定性的なビジョン・シナリオを描き（２．３節），持

続可能な社会像を構築するための道筋や課題を，国際的

な視点を踏まえて，環境及び社会経済の側面から整合的

に明らかにする。

２．１ 統合評価モデルを用いた持続可能な社会ビジョ

ン・シナリオの定量化に関する研究

本節では，バックキャストのアプローチに基づいて，

２０５０年を対象に望ましい環境像とそれを実現する社会

像について議論し，定性的なストーリーに基づいて定量

的なモデル分析を行っている。定性的なストーリーは，

描かれた将来像を読者（国民）に対して容易にイメージ

してもらうことを目的としている。しかしながら，ス

トーリーは定性的であるが故に，その内容が読み手に

よって異なった解釈をされたり，内容について整合性が

とれていない可能性があるなどの問題がある。そこで，

モデルをもとにした定量的なシナリオによる将来像の提

示や，定性的なシナリオの整合性チェックが必要とな

る。こうした方法は，「StoryandSimulation」と呼ばれ

（Alcamo，２００１１）），IPCC（気候変動に関する政府間パネ

ル）のSRES（排出シナリオに関する特別報告書）や

UNEP（国連環境計画）のGEO（世界の環境見通し），

MA（ミレニアム生態系評価）のシナリオなど，多くの

分析に用いられている。なお，定性的なストーリーと定

量的な分析の役割は，あくまで補完的なものであり，こ

れら２つが一体となって１つのシナリオを構成している

点に留意する必要がある。

モデルを用いてビジョンの定量化を行う意義は，以下

の通りである。

① 定性的に描かれている社会像が，整合性を確保して

いるかを確認する。

② ビジョン達成のために，どのような対策をどの程度

導入すればよいかを数値として提示する。

このため，本モデルによる解析では，ビジョンを達成

するような環境像については，環境省・超長期ビジョン

検討１において議論されたものを前提としている。また，

環境問題によっては，温暖化問題のように国内で完結す

るものではなく，地球全体で議論すべき問題もあるが，

ここでは，国際的な枠組みについて何らかの前提をおい

て国内の問題として再構成し，再構成された環境像が達

成可能かどうかについて議論することとする。

以下に示す定量的な分析は，超長期ビジョン検討に対

して提供した内容を示す。超長期ビジョン検討では，さ

まざまな環境問題の持続可能性を議論するとともに社

会・経済との関係についての記述が重視される。そこ

で，超長期ビジョン検討の定量化において使用するモデ

ルとしては，ある特定の年次を対象に，個々の活動に配

慮しつつもマクロ的に整合性のある環境・社会像を描く

ことに焦点を当てることとした。つまり，モデルの基本

構造は，ある特定の年次のみを対象とした静的なモデル

である。このため，バックキャストで検討すべき現在か

ら将来に至る道筋については，資本の蓄積など正確にと

２ ビジョン・シナリオ構築に関する研究

１ 超長期ビジョン検討の概要と，そこで検討された環境像，社会像は，【付録２-２】に示す。
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らえられないところがあることから，モデルを用いた分

析については行っていない。

以上のことを踏まえ，本検討では対象年である２０５０

年における持続可能性を達成する環境像と社会・経済活

動を描くことを定量化の目標とした。これにより，

２０５０年の持続可能な環境・社会・経済像の整合性を

チェックするとともに，そうした社会を達成するための

２０００年からの経路を「バックキャスト」で検討するた

めの材料を提供するものである。２０５０年までの道筋の

考察，検討については，図１に示すように，定性的な記

述にとどめている。

２．１．１ モデルの概要

（１）対象地域

分析に使用するモデルは，環境と経済を幅広く扱うモ

デルであり，一国を対象としたモデルである。より詳細

な検討，具体的な計画に反映させるためには，国をさら

に詳細な地域に分割することが必要であるが，ここでは

国全体（日本）を１つの対象地域としている。なお，地

域のシナリオの例として，茨城県の温暖化対策ならびに

水環境を対象とした分析・定量化についても試みている

（小野塚他，２００８２））が，ここでは省略する。

（２）対象期間

モデル内の時間は１年を単位としており，２０００年を

基準としている。資本や労働，技術水準などを前提に，

将来の特定の年次における活動を再現する。試算では，

目標年である２０５０年を対象に定量化を行っている。な

お，その他の年次について定量化を行い，目標に至る経

路について分析を行うことも可能である。

（３）対象とする環境問題

試算において取り上げる課題は以下の通りである。

①地球温暖化問題：二酸化炭素排出量・化石燃料需要量

②資源・循環問題：廃棄物（一般廃棄物・産業廃棄物）・

水需要量・取水量

③生態系サービス：土地利用（自然地面積・農地面積・

工業用地など）

④快適な生活環境：大気汚染物質（窒素酸化物・硫黄酸

化物）・水質汚濁（COD・窒素・リン）

二酸化炭素排出量と大気汚染物質については，化石燃

料消費に対する原単位に基づいて計算する。その他の環

境負荷（廃棄物，水需要，取水量，農地面積，工業用

地，水質汚濁物質）については，生産量当たりの原単位

に基づいて計算する。なお，自然地面積は，国土面積か

ら経済活動に必要な土地面積を差し引いた面積と林業に

必要な面積の合計と定義している。

図１ 定量化の目標
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２．１．２ 中心となる経済モデル

今回の試算で使用するモデルが満たすべき要件は，以

下の通りである。

・さまざまな経済活動をある程度分離して表現できる

（詳細に分離する必要はないが，環境と経済の統合関

係を明示できる程度に分離された活動を明示する必要

がある）。

・前提条件が透明であり，操作性が高い。

・物量を明示できる。

・経済活動のさまざまな整合性（経済収支や財・生産要

素の需給バランスなど）を満たす。

以上のような要件を満たすモデルとして，応用一般均

衡モデルを採用する。図２はその概要である。

応用一般均衡モデルとは，世の中のすべての財，生産

要素を取り扱い（→「一般」），それらの需要と供給が一

致するように（→「均衡」），価格メカニズムを通じて各

部門の活動が定量的に計算される（→「応用」）モデル

である。今回の定量化では，このモデルに，環境負荷の

発生や対策を明示的に組み込み，経済活動と環境負荷の

関係，目標とする環境の水準を達成するためにはどのよ

うな対策が必要になるかを明示することを最終目的とす

る。モデルの詳細については，【付録２-１】に示す。

２．１．３ 主な結果

以下は本モデルによって計算した「目指すべき社会

像」の各種社会・環境指標の２０００年からの変化率を示

したものである。なお，以下の数値は，無数に存在する

将来社会の可能性の中から，整合的な社会像の例を１つ

示したものであり，目標を再現する唯一の解を示したも

のではない２。

２０５０年におけるなりゆき社会の想定として，①一人

当たりの年平均経済成長率は１．５％，②食料品の輸入

シェアは２０００年比半減（金額ベース），③金属部門の生

産高は不変（金額ベース），④機械製品の国内生産に対

２ 増井他（２００７）５）では，現在のグローバル化がさらに進展し国際分業が進む社会と，国内で消費される財について国内調達が必要となる
社会について，また，消費行動の変化について，モデルの基準年である２０００年の最終消費のシェアが今後も維持されるケースと，人口構成
や情報技術の進展等に起因する社会の変化や，環境意識の向上によって消費構造が変わるケースを対象に，試算を行っている。

図２ モデルの概要
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する輸出のシェアは２０００年比２５％増（金額ベース），⑤

原子力発電量は２０００年比２７％減＊，⑥水力発電，太陽光

発電，風力発電等からの発電量は２０００年比１２％増＊，⑦

バイオマスエネルギー供給量は１０Mtoe＊，⑧原油価格は

１バレル１００ドル，という前提を置いた。なお，＊の付い

た項目は，２０５０日本低炭素社会プロジェクトチーム

（２００７）での計算結果を引用している（以下同様）。

炭素排出量について，上記の試算結果は，日本国内で

２０５０年現状比半減を念頭において計算を行ったもので

ある。ただし，あらゆる対策努力を傾注する場合には，

さらに大幅な削減が実現できる可能性がある３。また，

化石燃料消費の減少に伴って，大気汚染物質の排出量も

大幅に減少する。

循環利用率に関してはHashimotoetal．（２００７）３）が示

すように既存の建築・土木構造物の蓄積がやがて更新時

期を迎え，今後大量の解体廃棄物が発生する可能性があ

る。これらの廃棄コストに加え，新規材料コストを考慮

すると，発生した廃棄物をリサイクルするほうが経済的

にも優位となる可能性が高い。また，国土審議会

（２００４）４）が示すように社会資本の新規投資は今後大幅に

減少していくことが想定される。その上，化石燃料の投

入は大幅に減少する。これらのことから循環利用率の分

３ 一人当たりの再生可能エネルギーを除くエネルギー消費量が現状を維持する程度のエネルギー効率改善が実現されるなりゆき社会の場
合，CO２排出量は２０００年の排出量と比較して２０％の削減となる。一方，現状で最も効率の高い技術（BAT）が２０５０年において，８０％普及
する場合にはCO２排出量は２０００年比２５％削減され，１００％普及する場合にはCO２排出量は２０００年比４４％削減される。

さらなる温暖化対策として，燃料電池の導入などの革新的な技術の普及＊で２０００年比約７％の追加的な削減効果，CCS（炭素隔離貯留）
の導入＊により２０００年比約１０％の追加的な削減効果，バイオマスエネルギーの供給量拡大（４０Mtoe）＊により２０００年比約７％の追加的な削
減効果，原子力発電量の増大（２０００年比２７％増）＊，水力，太陽光，風力発電等発電量の増大（２０００年比１５％）＊により２０００年比約３％の追
加的な削減効果がそれぞれ見込まれる。
なお，図３では，BATが１００％普及し（２０００年比CO２排出量４４％削減），原子力発電量が増大し（２０００年比１５％増の場合CO２排出量

２％削減），バイオマスエネルギー供給量が増大する（供給量３０Mtoeの場合CO２排出量４％削減）ことを想定した場合の排出削減量
（２０００年比５０％となると推計）を示している。

また，原子力発電量のさらなる増大（２０００年比２７％増になるとCO２排出量１％削減が上積み），バイオマスエネルギー供給量のさらな
る増大（供給量が４０MtoeになるとCO２排出量２％削減が上積み），革新的技術の開発と普及（CO２排出量７％削減），CCS（炭素地下貯
留）（CO２排出量１０％削減）が実現することを想定すると，その場合の排出削減量は，２０００年比７０％となる。（金属部門の生産が２０００年比
３１％減少すると，CO２排出量は２％減少し，１９９０年比で７０％削減となる）

図３ ２０５０年における各種指標の変化
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子となる循環利用量は大幅に増加し，分母となる天然資

源等投入量は大幅に減少するため，結果として，循環利

用率の大幅な向上は実現可能と考えられる。

経済活動の増加に伴って，水需要は増大するものの，

循環的利用が進み，水質汚濁物質の排出は現状よりも低

い水準にとどまる。なお，水の循環利用を向上させるこ

とで，取水量は２０００年の水準を下回ることは可能であ

る。また，農業部門における土地生産性が年率０．５％程

度で向上する場合には，食糧自給率の上昇に伴う農業生

産の増加の影響を抑えることが可能となり，自然地面積

（国土面積から経済活動に必要な土地を差し引き，林業

に必要な土地を加えた面積）も２０００年の水準を維持す

ることが可能となる。

２．２ 国際的な相互依存関係と国レベルの環境問題に関

するビジョン・シナリオ研究

～貿易自由化促進は各国汚染物質排出量にどのよ

うな影響を及ぼすか？～

現在，多国間の貿易自由協定の締結をはじめとして，

貿易の自由化に向けた国際的な取組が非常に活発になっ

ている。貿易の自由化の進展は，各国の経済的な利益を

引き上げる効果を生み出すことが期待されている。しか

し，貿易自由化は，以下のような効果を伴うため，理論

的には，環境を悪化させる方向に働くこともあれば，環

境を改善する方向に働くこともある。

①より比較優位の原則に基づいた国際分業を促進するた

め，資本集約的な財（汚染物質排出量の多い財）の生

産に比較優位のある先進国では資本集約財の生産を増

加させ，労働集約的な財（排出量の少ない財）の生産

に比較優位のある発展途上国では資本集約財の生産を

減少させる効果をもつため，先進国の排出量を増加さ

せ，発展途上国の排出量を減少させる効果をもつ（以

下では，資本労働効果と呼ぶ）。

②先進国は発展途上国に比較して，より厳しい環境規制

を実施しているため，資本集約財の生産コストが相対

的に高くなる。このため，貿易の自由化が，相対的に

環境規制の弱い発展途上国への生産拠点の移動を促進

する可能性がある。このような場合，貿易の自由化

は，先進国の排出量を減少させ，発展途上国の排出量

を増加させる効果をもつ（以下では，汚染天国効果と

呼ぶ）。

③貿易の自由化の結果，各国の排出量が増加するかどう

かは，資本労働効果と汚染天国効果とどちらが相対的

に大きいかが決定要因の一つとなる。

④貿易の自由化は，各国のGDPを増加させるため，生

産量の増加を通して，各国の排出量を増加させる効果

をもつ（以下では，規模効果と呼ぶ）。

このように，貿易自由化の促進が各国の排出量に及ぼ

す影響は，主に，資本労働効果，汚染天国効果，規模効

果などの相対的な関係によって決まる。

理論的なモデルのフレームワークを提示した上で，

貿易の自由化（貿易依存度の上昇）が国レベルの汚染

物質に与える影響を定量的に分析した先行研究は，十

分になく，Antweileretal．（２００１）６）及びColeandElliott

（２００３）７）だけである。

Antweileretal．（２００１）６）は，貿易自由化はSO２の汚染

を緩和する働きを有することを明らかにしている。

ColeandElliott（２００３）７）は，Antweileretal．（２００１）６）

のフレームワークをSO２，CO２，NOx及びBODに適用

し，貿易の自由化（貿易依存度の上昇）が，これら汚染

物質の一国の排出量に与える影響を分析した。その結

果，SO２については，Antweileretal．（２００１）６）と同様

に，貿易の自由化は排出量の削減に貢献することを明ら

かにした。さらには，BODについては，SO２と同様に，

貿易の自由化は汚染物質排出量を削減する効果をもつ

が，NOxとCO２については，排出量を増加させる可能性

があることを明らかにした。

しかし，先行研究（Antweileretal．（２００１）６）及び

ColeandElliott（２００３）７））には分析上，次のようない

くつかの問題点がある。

①GDP（あるいは，所得）と排出量の関係を明らかに

しているものの，貿易の自由化がGDP（あるいは，

所得）に与える影響を明示的に分析していない点に注

意する必要がある。このため，貿易の自由化がGDP

（あるいは，所得）増加を通して排出量に及ぼす影響

（貿易誘発的な規模・技術効果）について，定量的に

明らかにしていない。

②上記のことは，GDP（あるいは，所得）の内生性を

考慮していないことを意味し，誤ったパラメータ推計

をもたらす可能性もある。

③先行研究では，貿易の自由化を表す変数として用いら

れている貿易依存度の内生性を考慮していない点も問

題としてあげられる。一般的に，貿易の自由化の程度

を国レベルに集計した変数として直接観察することは
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困難である。貿易の自由化の程度が，関税だけでなく

非関税障壁などによって影響を受けるからである。こ

のため，先行研究では，貿易依存度（（輸入＋輸出）/

GDP）を貿易自由化の代理変数として用いて分析を

している。しかし，貿易依存度は，貿易自由化の程度

以外の要因にも依存するため，内生性の問題を考慮す

ることが重要になる。この他，先行研究では，誤差項

の系列相関を考慮していないという問題も存在する。

④先行研究は，主に先進国のデータを用いて分析してい

るため，発展途上国を含めた分析が不十分であり，先

進国と発展途上国の効果の違いを明示的に明らかにし

ていない。

以上から，本研究では，以下の点において，先行研究

を発展させる。

①先行研究よりも多くの発展途上国のデータを含んだ

データセットを用いる。

②GDP及び貿易依存度の内生性及び誤差項の系列相関

を考慮した推計手法を用いて，SO２，CO２，BODを対

象として，それぞれの一国の一人当たりの排出関数を

推計し，貿易自由化が一国の排出量に及ぼす影響を分

析する。

③その際，貿易自由化による先進国と発展途上国の排出

量への影響を区別して分析する。

④貿易自由化の影響を短期と長期に区別して，分析す

る。

２．２．１ モデル

本研究では，より多くの発展途上国のデータを含む

データセット利用し，先行研究の分析上の問題点を考慮

した分析を行うことにより，貿易の自由化が汚染物質排

出量に与える影響を分析し，Antweileretal．（２００１）６）

及びColeandElliott（２００３）７）の分析上の問題点を克服

し，彼らの分析結果を再検討することを目的としてい

る。具体的には，操作変数法を用いて，GDP及び貿易依

存度（貿易自由化変数）の内生性を考慮した上で，汚染

物質排出関数を推計する。以下では，汚染物質排出関数

及び所得関数について説明する。貿易依存度関数の詳細

については，Managietal．（２００９）８）のAppendix Aを参

照されたい。

（汚染物質排出モデル）

本研究では，（１）式に示すように，汚染物質排出モ

デルを定式化する。ただし，以下において，iは国，tは

年を示す。c１は定数項である。また，η１iは個別効果を，

ν１itはその他の要因を表す誤差項である。Eは一人当た

り汚染物質排出量（SO２（二酸化硫黄），CO２（二酸化炭

素）及びBOD），K/Lは資本労働比率，Sは一人当たり

GDP，Tは貿易依存度（（輸出＋輸入）/GDP），RSは当

該国の一人当たりGDPを世界平均のそれで割ったもの，

RK/Lは当該国の資本労働比率を世界平均のそれで割っ

たものを表している。また，H，O，KYOTO，W＆Hは

汚染物質排出に関する国際的な環境条約を表すダミー変

数であり，それぞれ，各国がヘルシンキ議定書，オスロ

議定書，京都議定書，水と健康に関する議定書を締結し

ているかどうかを表している。

lnEit＝c１＋α１lnEit－１＋α２Sit＋α３Sit２

＋α４（K/L）it＋α５（K/L）it２＋α６（K/L）it・Sit
α７Tit＋α８（RK/L）it・Tit＋α９（RK/L）it２Tit
α１０RSit・Tit＋α１１RSit２Tit
＋α１２（RK/L）it・RSit・Tit＋α１３Hit＋α１４Oit
＋α１５KYOTOit＋α１６W＆Hit＋η１it＋ν１it （１）

上式の，第８項以降は，貿易の自由化の進展が直接エ

ネルギー消費に及ぼす影響を表しており，貿易誘発的な

構造効果を表す項となっている。なお，第８項以降にお

いて貿易誘発的な構造効果が，RK/LやRSによって決定

されるのは，（１）比較優位は国の間の相対的な要素賦

存度４によって決定される，（２）各国の環境政策の相対

的な差５が比較優位に影響を及ぼす，ことに起因してい

る。所得の高い国ほどよりよい環境（SOxやNOxに関す

る大気汚染防止や水質汚濁防止，地球温暖化防止）に対

する需要が高く，より厳しい環境政策が実施されるた

め，資本集約的な産業（エネルギー多消費（汚染）産

業）６においては，汚染物質を削減するために高い費用を

４ 相対的な要素賦存度を表すために，各国の資本労働比率を世界平均で割った変数を説明変数として用いている。
５ 一人当たり所得水準は，環境政策の強度と相関していると考えられるため，一人当たり所得水準を一国の生産規模を表す変数とともに，
これらの政策を表す変数として扱っている。ここでは，国の間の政策の差が比較優位に影響を及ぼすため，政策の差を表す変数として，各
国の一人当たりGDPを世界平均で割った変数を用いている。

６ 資本集約的な産業では，労働集約的な産業に比べてより多くのエネルギーを投入する。したがって，資本集約的な産業は，労働集約的な
産業と比較して汚染型産業である。
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負担しなければならなくなる。このため，相対的に比較

優位の程度が低下する結果，貿易を通して，そのような

国での資本集約財の生産が減少し，汚染物質排出量も減

少するかもしれない。

また，上式において，いくつかの交差項が見られる。

例えば，所得と貿易依存度の交差項あるいは資本労働比

率と貿易依存度の交差項を入れることにより，貿易の自

由化が汚染物質排出量に及ぼす影響が，高所得か低所得

か（すなわち，環境政策の強度）によってどのように異

なるか，また，資本集約的（あるいは，労働集約的）な

財生産に比較優位のある国の汚染物質排出量が貿易の自

由化によってどのような影響をうけるかを検証すること

ができる。

（所得モデル）

所得関数は，（２）式で表す。ただし，以下において，

Pは人口，Schは就学年数であり，人的資本形成を表す

変数と考えている。また，η２iは個別効果を，ν２itはその

他の要因を表す誤差項である。

lnSit＝c２＋β１lnSit－1＋β２lnTit＋β３ln（K/L）it
β４lnPit＋β５lnSchit＋η２i＋ν２it （２）

（貿易自由化の短期効果と長期効果）

（１）式より，貿易の自由化によって生じる短期の排出

量への影響を弾力性σT
S（１％の貿易の自由化の促進に

よって生じる排出量の変化率）で表すと，（３）式のように

計算される。ただし，ASは一人当たり実質GDPの世界

平均を表している。なお，（２）式より，

と計算される。

同様にして，貿易の自由化によって生じる長期の排出

量への影響を弾力性σT
L（１％の貿易の自由化の促進に

よって生じる排出量の変化率）で表すと，次式のように

計算される。

なお，貿易自由化が所得に与える長期効果は，（２）

式より， と計算される。

∂Sit Sit――＝β２――∂Tit Tit

∂Si β２ Ti――＝――――∂Ti １－β１Si

∂Sit
σT
S＝（α２＋２α２Sit＋α５（K/L）it）Tit――

∂Tit
Tit ∂Sit

＋（α９Tit＋２α１０TitRSit＋α１１Tit（RK/L）it）―― ――
ASt∂Tit

＋（α６＋α７（RK/L）it＋α８｛（RK/L）it｝２＋α９RSit
＋α１０RSit２＋α１１RSit（RK/L）it）Tit （３）

Tit ∂Sit
σT
L＝（α２＋２α２Sit＋α５（K/L）it）――― ――

１－α１ ∂Tit

１ Tit ∂Sit
＋（α９Tit＋２α１０TitRSit＋α１１Tit（RK/L）it）――― ―― ――

１－α１ ASt∂Tit
＋（α６＋α７（RK/L）it＋α８｛（RK/L）it｝２

Tit
＋（α９RSit＋α１０RSit２＋α１１RSit（RK/L）it）――― （４）

１－α１

２．２．２ 推計結果

本研究は，SO２及びCO２に関しては，１９７３～２０００年ま

での８８カ国のパネルデータを用いて，BODに関しては，

１９８０～２０００年までの８３ヵ国のパネルデータを用いて推

計する。分析に用いたデータの定義，及び，出所は表１

の通りである。

推計方法及び推計結果の詳細は，【付録２－３】に掲

載している。以下では，個々のパラメータの推計結果の

解釈については議論せず７，推計結果を用いて計算され

る（３）及び（４）式の推計値を用いて得られた結論に

ついて議論する。

（貿易自由化の排出量への影響）

（３），（４）式から，推計結果を用いて，短期と長期

の貿易自由化の弾力性（１％の貿易自由化の進展（１％

の貿易依存度の増加）によって生じる排出量の変化率）

を計算すると，表２の通りになる。ここで，弾力性を計

算する際に，推計に用いた全サンプルをOECD諸国

（先進国）と非OECD諸国（発展途上国）に分類し，そ

れぞれのサンプル平均を用いて，OECDの弾力性及び非

OECDの弾力性を計算している。

７ 推計結果の解釈は，Managietal．（２００９）８）を参照。
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①OECD諸国（先進国）において，貿易の自由化の全

効果は，短期及び長期とも，どの汚染物質でもマイナ

スであった。このことは，貿易の自由化による貿易依

存度の上昇は，OECD諸国の汚染物質排出量を減少さ

せる効果があることを意味している。（OECD諸国の

短期弾力性は，SO２については－０．１４７，CO２について

は－０．０５４，BODについては－０．０５８であり，長期弾

力 性 は，そ れ ぞ れ，－２．２２８，－０．２８６，－０．２２４で

あった。）

②非OECD諸国（発展途上国）において，貿易の自由

化の全効果は，短期及び長期とも，SO２及びCO２に関

してはプラスであり，BODについてはマイナスで

あった。このことは，貿易の自由化は，非OECD諸

国のSO２及びCO２排出量を増加させ，BOD排出量を減

少させることを意味している。（非OECD諸国の短期

弾力性は，SO２については０．０３０，CO２については０．

１１３，BODについては－０．２２４であり，長期弾力性は，

それぞれ，０．９２０，０．８８３，－０．１５５であった。）

③短期と長期の効果を比較すると，貿易の自由化が排出

量に与える影響は，短期（１年）的には小さいが，長

表２ 物質別貿易自由化の汚染物質排出弾力性（短期と長期）

表１ データの出所
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期的には大きなものとなる。

（環境クズネッツ仮説の検証）

（１）式を用いて，S（一人当たりGDP）の変化が，

排出量に与える影響を分析することができる。すなわ

ち，（１）式をSで偏微分したものに，各説明変数に

OECD諸国のサンプル平均値及び非OECD諸国のサン

プル平均を代入し，推計されたパラメータを用いて計算

する。その値が負であるならば，一人当たりGDPの増

加は排出量を減少させ，正であるならば排出量を増加さ

せることを意味する。

計算結果から，SO２とCO２については一人当たりGDP

が小さい国では，計算された値は正であり，大きい国で

は負であることが分かった。このことは，SO２とCO２に

ついては，一人当たりGDPが小さいうちは，GDPの増

加は排出量の増加につながるが，一人当たりGDPが一

定の水準を超えて，ある程度大きな値をとるようになる

と，GDPの増加は排出量の減少につながることを意味

している。すなわち，環境クズネッツ仮説が成立すると

結論付けることができる。一方，BODについては，こ

の値は常に負であった。このことから，BODについて

は，環境クズネッツ仮説は支持されないことが分かっ

た。ここで，環境クズネッツ仮説に関する先行研究で

は，環境クズネッツ仮説の成立を支持する結論を得てい

るが，これらの研究では，Sの内生性を考慮せずに分析

しているため，推計結果に誤りがある可能性があること

に注意したい。これに対して，本研究ではSの内生性を

考慮して分析しており，その結果，環境クズネッツ仮説

が成立するかどうかは，汚染物質のタイプにもよること

が明らかにされたことの意義は大きい。

なお，SO２とCO２について，環境クズネッツ曲線（逆

U字曲線）において，逆U字の頂点（一人当たりGDP

の増加に伴って，排出量が増加する局面から減少する局

面に切り替わる点）に対応する一人当たりGDPを計算

すると，先進国と比較して労働集約的な生産に比較優位

のある非OECD（発展途上国）では，SO２については，

１４，０４５USドルであり，CO２については，２４，７３２USドル

であり，多くの発展途上国が逆U字の頂点に到達してお

らず，経済成長が排出量の増加に結びついていることが

明らかとなった。

（汚染天国効果か資本労働効果か？）

貿易の自由化が，国際貿易を通じて，排出量に及ぼす

重要な効果に汚染天国効果と資本労働効果がある。汚染

天国効果とは，貿易の自由化によって，より環境政策の

強い国（主に先進国）から弱い国（主に発展途上国）へ

生産拠点が移動することにより，より環境政策の強い国

の排出量が減少し，弱い国の排出量が増加する効果をい

う。一方，資本労働効果とは，労働と比較して相対的に

資本量が多い国（主に，先進国）は，労働集約的な財の

生産と比較して，資本集約的な財の生産に比較優位があ

るため，貿易の自由化によってより資本集約的な財の生

産が拡大し，逆に，資本量が少ない国（主に，発展途上

国）では，労働集約的な財の生産に比較優位があるた

め，貿易の自由化によってより労働集約的な財の生産が

拡大する効果をいう。通常，資本集約的な財の生産から

生じる汚染物質排出量は，労働集約的な財生産から生じ

る排出量よりも多い。このため，貿易の自由化は，資本

労働比率の高い国の排出量を増加させ，比率の低い国の

排出量を減少させる効果があると考えられる。

このように，貿易の自由化が国際貿易を通じて，先進

国（発展途上国）の排出量に及ぼす影響は，汚染天国効

果による減少（増加）効果と資本労働効果による増加

（減少）効果との相対的な関係によって決定される。す

なわち，前者の効果が後者の効果を上回ると，先進国

（発展途上国）の排出量は減少（増加）し，下回ると増

加（減少）する効果もつ。理論的には，（１）式の一部

分（（５）式（KLEEREit））が，この２つの効果を合わ

せた効果を表している。

KLEEREit＝α７Tit＋α８（RK/L）it・Tit
＋α９（RK/L）it２Tit＋α１０RSit・Tit
＋α１１RSit２Tit＋α１２（RK/L）it・RSit・Tit （５）

このため，推計されたパラメータとOECD（先進国）

データのサンプル平均を用いて，３つの汚染物質に関し

て，それぞれ先進国に関するKLEEREitを計算したと

ころ，どのケースでも負の値になった。同様にして，非

OECD（発展途上国）データのサンプル平均を用いて，

発展途上国のKLEEREitを計算したところ，正の値に

なった。このことは，先進国においても，発展途上国に

おいても，汚染天国効果が資本労働効果を上回るため，

貿易の自由化が国際貿易を通じた排出量への影響は，先

進国の排出量を減少させ，発展途上国の排出量を増加さ
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せる効果をもつことを意味している。

このように，汚染天国効果が支配的な効果となってい

ることから，将来貿易の自由化を進めていく過程で，発

展途上国を含めた，環境政策に関する国際協調がなけれ

ば，国際貿易は，汚染の輸出を引き起こし，発展途上国

の汚染を深刻化させる要因となるといえる。

２．２．３ 将来の貿易自由化の進展と環境汚染への影響：

将来ビジョン

本節の分析結果から，貿易自由化の進展による国際的

な依存関係の進展が将来の環境汚染にどのような影響を

及ぼすかについて，概要をまとめると以下の通りである。

（a）SO２とCO２に関しては，貿易の自由化は，先進国で

は，排出量を減少させる効果をもつが，発展途上国

では，むしろ増加させる効果がある。したがって，

貿易の自由化の進展は，発展途上国においてSO２に

よる大気汚染を深刻化させてしまう。また，温暖化

問題については，貿易を通じた，CO２のリーケージ

を促進してしまい，先進国による温暖化対策の実効

性を弱めてしまう。

（b）BODについては，貿易の自由化は，先進国及び発展

途上国において，汚染を削減する効果をもつ。

（c）貿易の自由化が，汚染物質排出量に与える効果は，

短期では限定的であるが，長期的には大きなものと

なる。

（d）貿易の自由化によって，先進国の排出量が減り，発

展途上国のそれが増える主要因は，汚染天国効果が

要素賦存効果を上回ることにある。

（e）SO２とCO２について，環境クズネッツ仮説は成立す

る。SO２については，転換点となる一人当たり所得

は，＄１４，０４５～２４，６１６で あ り，CO２に つ い て は，

＄２４，７３２～＄２９，６７８であると推定される。このた

め，将来，発展途上国の排出量を減らし，世界的に

環境負荷を減らすためには，環境クズネッツ曲線の

転換点（逆U字曲線の頂点）の所得に到達していな

い国が早く，転換点の所得水準に達し，環境保全の

費用を負担できるような経済状況に導くことが重要

な課題となる。

（f）将来貿易の自由化を推進する際，環境政策において

国際的な政策協調が必要となると考えられる。そう

でなければ，貿易の自由化は，先進国から発展途上

国への汚染の輸出につながる恐れがある。

２．３ インタビュー手法による持続可能な社会のビジョ

ン・シナリオ構築に関する研究

本節では，２．１や２．２節のように定量的な分析では扱

えない事象を対象に，定性的なビジョン・シナリオを構

築する。ビジョン・シナリオ作成に当たっては，文献調

査や有識者によるインタビューなどを通してキーとなる

要素を選び出し，それらの関係性を結ぶ研究がよく行わ

れている。本研究では，２００６年度から２００７年度にかけ

て行われた環境省超長期ビジョン検討を参考にしなが

ら，地球温暖化問題，循環・廃棄物問題・生物多様性問

題・アジアにおける問題等の重要な問題群を選定した。

まず，国立環境研究所の研究者を対象にワークショップ

形式の会議実験を実施して，中長期的に起こると予想さ

れる環境問題とその原因となる人間活動を整理し，さら

には，個別の研究者にインタビューを行うことで，研究

のフロントランナーにいる人たちが何を大事だと認識し

ているかを調査し，各問題の構造を分析した。それらを

まとめて，日本・アジアのシナリオ作りの方向性につい

て提案を行った。

２．３．１ 人間活動－環境問題マップの作成

本項では，まず，環境面での持続可能性を損なう恐れ

のある問題とその原因となる人間活動を明らかにするこ

とを試みた。具体的には，国立環境研究所の所員を対象

としたワークショップ形式での検討を通じて，２０５０年

までに起こりそうな主要な環境問題と原因となる人間活

動を整理したマップを試作した。

作成において，中長期を対象とした持続可能な社会シ

ナリオを構築する方法等を検討するために，環境省の

「超長期ビジョン検討会」における具体的なビジョン検

討の進め方を部分的に活用することとした。なお，ビ

ジョンとは，以下の幅広い内容を意味するものとするこ

とを基本とした。

①望ましい将来の社会像・環境像

②①を実現するまでに生じる社会・経済・環境の変化の

過程（シナリオと呼ばれることもある）

③①の実現に必要となる政策実施の道筋（ロードマップ

と呼ばれることもある）

ビジョン検討の要素として，次の５段階の手順が示さ

れていた。

①社会経済の大きなトレンドとその原動力（ドライビン

グフォース：Drivingforce）を把握し，
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②そのトレンドのもとで起こることが予想される避ける

べき（Unsustainableな）問題と，

③そうした問題を回避しながら（あるいはそうした問題

のあるなしに関わらず）実現したい望ましい将来の社

会像・環境像を明らかにし，

④望ましい将来に向けて現在・近未来に着手すべき課題

と，

⑤それを実行するための政策手段を提示する。

以下では，上記ビジョン検討の要素の①と②を明らか

にすることを目指して，２００６年８月に国立環境研究所の

所員を対象にワークショップ形式の会合を開催し，具体

的には，日本の２０５０年までの環境・資源面の諸問題とそ

の原因となる社会経済的背景のメカニズムの全体像を整

理し，因果関係を一枚の図の中で網羅的に表現した。

なお，国立環境研究所の所員が考える将来の環境問題

を整理することは，研究所に与えられる定員や予算と

いった資源をできる限り有効に活用するために，現在，

緊急性と重要性をもつ研究課題に重点的に取組む一方

で，長期を見据えたビジョンを共有するための材料とし

て役立つことが期待された。

（ワークショップ形式の会議実験）

ここでいうワークショップ形式とは，７～１０人程度の

グループディスカッションを通じて意見交換と情報共有

を踏まえた作業を行い，その後の全体会合において作業

結果を共有することで，集団の意見を抽出する試みのこ

とである。

アンケートでは，前提条件の理解度の違いによって回

答にばらつきが生じること，他者の回答を踏まえて回答

の修正を行うデルファイ法を行う場合には時間がかかる

ことが欠点である。少人数の作業では包括的な議論が困

難であり，結果の代表性が低下することが課題となる。

ある程度の包括的な議論が可能な少人数グループをいく

つか形成し，グループの作業結果を相互に比較すること

で，両手法の問題点を緩和し，集団の意見を比較的バラ

ンス良く把握することが可能になると考えられる。

（ワークショップの設計）

目的は，現在の国立環境研究所の幅広い分野の所員の

参加の下に，「２０５０年の我が国の環境」に関して「何が

問題か」を俯瞰的に整理することとした。目指すアウト

プットは，日本の２０５０年の環境・資源面の諸問題と社

会経済的背景のメカニズムを表すマップ（「曼陀羅」）で

ある。これらの空間的，時間的，問題面の範囲について

は，議論に応じて幅広く展開しても良いこととした。

なお，本研究が枠組みを提示するものの，ワーク

ショップは全所的なビジョン・シナリオ研究に関する取

組の一環として行う位置づけとし，所内外のさまざまな

研究の参考として相互に活用されることを目指した。

方法は，７～１０人程度のグループに分かれて，模造紙

の上にキーワードを書いた付箋紙を並べて，相互関係を

図示していく作業（いわゆる「KJ法」）を中心とした。

グループ間の相互比較を容易にするために，類似の問題

をまとめて全体が１０種類程度の問題領域となるように定

義することとした。参加者全員が話を理解しながら進め

られるように，ファシリテータ（グループの議論を円滑

にするための司会）が発言を整理するとともに，参加者

は細かい話に走らないように留意することとした。ま

た，作業の中では，重要な項目に抜けがないかチェック

するように留意した。

２００６年８月１日に「環境ビジョンワークショップ」

を開催した。２０名前後～最大６０名程度を目指して参加者

を公募し，約４０名の研究者が参加した。４つのグループ

に分かれて，図４のスケジュールで，５時間を超えるグ

ループ別作業等を行った。

グループ作業の手順は以下の通りである。

①問題とそのメカニズムを挙げていく

②問題整理の方向性を決める

③問題領域を１０種類決める

各グループで重要なものから１０個の環境問題と１０個の

社会経済的要因を抽出した後，全体で相互に発表した。

各５分間程度で簡潔に説明した後，約３０分間かけて全体

の共通項を確認した。その作業風景を図５に，整理結果

のイメージを図６に示す。

図４ ワークショップスケジュール
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（人間活動－環境問題マップの例）

グループ別に挙げられた項目を，横軸を進力

（Drivingforces）－圧力（Pressures）－状況（State）－影

響（Impact）－対策（Response）に，縦軸を対象のス

ケールに応じて整理し，相互の関連性を矢印で示したま

とめを図７に示す通り作成した。色分けは，グループ別

になっている。枠付きはドライビングフォースとして挙

げられた項目であり，枠無しが問題領域である。二重枠

は避けたい影響の中の代表例を特に囲った。

大きなフォントは事務局が付けた名称である。３グ

ループ以上が指摘した項目をまとめる方針で，８項目の

ドライビングフォースと７種類の問題領域に分けた。ド

ライビングフォースは，国際情勢，技術革新・普及，あ

るいは価値意識，欲求，人口動向から産業動向及び経済

活動に向かう矢印を引いた。社会制度については，ドラ

イビングフォースと問題領域の間に配した。問題領域

図５ グループ作業の様子 図６ グループ作業の結果イメージ

図７ ２０５０年までの日本の環境問題の全体像の整理
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は，気候変動，近隣国・越境，美しく安全な地域の３つ

を地域スケール別に分類し，避けたい影響に相当する資

源，健康，自然・生態系の安定，不安の４つに向かう矢

印をそれぞれ引いた。避けたい影響の不安からドライビ

ングフォースの価値意識にフィードバックされる矢印を

追加した。

美しく安全な地域については，含まれる項目が多いた

め，水環境と国土環境に分けることも考えられる。ま

た，資源の中で食糧問題を取り出し，その他資源・エネ

ルギーと分けることも考えられる。

全般に，ドライビングフォースに関しては，整理が困

難であった。そもそも，社会経済的要因が複雑に絡み合

うことも理由の一つであろうが，参加者がこうした分野

の整理に慣れておらず，共有認識があまり無いことも影

響していると考えられる。

以上の作業を通して，２０５０年までに起こると予想さ

れる環境問題とその原因となる人間活動を整理したマッ

プを作成した。その結果，現行の環境問題や研究課題等

の位置づけが明らかとなった。例えば，技術革新，人口

動向，欲求（ニーズ），食糧不足，不安感，国土の荒廃

等についての研究課題が比較的に手薄な状況にあり，今

後は必要になると考えられた。また，今後の課題は次の

３点である。

①シナリオ構築：問題を回避しながら実現したい望まし

い将来の社会像・環境像を明らかにし，望ましい将来

に向けて現在・近未来に着手すべき課題と，それを実

行するための政策手段を提示する。

②不安感や価値観に関する議論：定量化が困難であり，

個人差が大きい一方で，根源的な部分とも考えられる

受容性や価値観に関する考え方を整理する。

③環境研究に関する議論：研究として何が重要になる

か，議論と情報共有を行う。

２．３．２ 定性的なビジョンの作成

（望ましい社会イメージ情報の整理）

多くの人の行動を誘導するようなビジョンを作成する

ためには，「望ましい将来像」とはどういうものかを検

討することが必要となる。しかし，人々が想像する将来

社会のあるべき姿はそれぞれ異なるものであり，すべて

の人に受け入れられるビジョンは存在し得ない。よっ

て，描かれるビジョンは一般に複数となるが，ここでは

可能な限り多くの人が共有できる代表的なビジョンを選

択することが重要になる。

望ましい社会イメージを作成するための最初のステッ

プとして，まず，既存文献やロードマップから関連する

記述部分を収集した。また，有識者へのヒアリング・イ

ンタビューや，関係者でブレーンストーミングを重ねる

ことで「望ましい将来像」に関する記述を収集した。な

お，ここで収集した情報は，必ずしもすべてが整合性の

とれた社会の全体像ではない。むしろ，そのほとんどが

社会を一面から見た「部分的な社会像」である。このよ

うな断片的な社会のイメージ群をさまざまな観点から整

理し，分析することで，それぞれの社会断面における望

ましい社会像について検討することができる。

本研究では，これらの望ましい社会像を構成する重要

な項目について構造分析を行い，それぞれの社会断面に

おけるキーセンテンスから典型的な社会像を抽出した。

（コンセプトの同定）

シナリオを複数設定する場合，シナリオの対立軸を設

定することが望ましい。そこで，国立環境研究所の研究

者のヒアリング結果において，不確実性が高く，かつ方

向性が異なる意見が出された項目の中から次の２軸をシ

ナリオ対立軸の候補として選定した（図８）。

対立軸１として経済以外の価値重視シナリオVS経

済・技術重視シナリオ，対立軸２として鎖国シナリオ

VSグローバルシナリオの２つが浮き彫りになった。対

立軸１では，社会的満足感を重視する側面から，地球の

すべてのリソースが有限になってきており，「身の丈」

の生活が必要という指摘があったが，経済・技術を重視

する側面からは，足るを知るというのは理想に過ぎず，

アジアでは人口が増加することを考えるとこれらの人々

を栄養失調にさせないためにも一定の経済発展は必要と

の指摘があった（表３）。対立軸２では，鎖国シナリオ

の側面として夢物語どころか最終的な究極の選択として

迫られる可能性が大との指摘があったが，グローバルシ

ナリオの側面からは，環境容量を保つために，「人口を

減らす」，「江戸時代に戻る」は無理で，カバーするのは

科学技術であり，技術を活かす制度や経済的インセン

ティブも重要との指摘があった（表４）。

そのほか，特に遺伝子組み換えと原子力についての対

立意見が出た（表５）。



―１７―

図８ シナリオの枠組み

表３ 対立軸１：経済以外の価値重視シナリオVS経済・技術重視シナリオ

表４ 対立軸２：鎖国シナリオVSグローバルシナリオ
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（ビジョン・シナリオ作成に向けての必要な視点）

ビジョン・シナリオを作成するに当たって，次のよう

な視点が重要であるという指摘があった（表６）。

①長期ビジョンの前提となる理念が語られるべき。理念

抜きでビジョンを描くことは非常に危険。また，環境

ビジョンを語るときに人々が楽しいと思うこと（娯楽

など）も取り扱うべき。

②現在の状態が特に悪くないので先の展望が描きにく

い。現状では予定調和のきれいごととしてのビジョン

が描けるとは正直思っていない。例えばコンパクトシ

ティのためには潰すところを潰さなくてはならないこ

とを認識すべき。

インタビューの結果をまとめると，人間の幸福に根ざ

した社会の構築に向けて，１）心身ともに健康であるこ

と，２）衣食住が充足していること，３）家族や職場のい

い人間関係があること，４）やりがいのある仕事を持っ

表５ その他の対立意見（遺伝子組み換え体・原子力発電の賛否）

表６ ビジョン・シナリオ作成に向けての必要な視点
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ていること，５）（壮大な自然などを見て）感動できる人

が育っていること，の視点を含めると，より説得力のあ

るビジョン・シナリオ作成につながることが分かった。

一方で，人間がHappyになろうとすれば持続は不可能

で皆が納得する解があるとは思えない，という指摘も

あった。

超長期シナリオ・ビジョンの構築には各種環境問題・

社会問題について，現状の問題を把握するとともにそれ

に対する対策手段を検討する必要がある。さらに，人間

活動と環境問題は相互に影響を及ぼしあっており，各種

環境問題・社会問題の間にも相互に因果関係が存在す

る。これらの因果関係の把握・理解はシナリオ構築に不

可欠である。そこで，国立環境研究所の研究者のインタ

ビュー結果を中心に，各種環境問題・社会問題の現状の

課題を整理し，対策手段を収集するとともに，相互の因

果関係を整理・図示した。なお，専門家間で意見の対立

があった項目についてはマークを付し，ディスカッショ

ンポイントであることを示した。

例えば，生物多様性についての現状を次のようにまと

めた。

①従来の絶滅速度と比較して桁違いに速い速度で絶滅が

進行している。絶滅は進化プロセスとして重要だが速

度が問題。植物の絶滅危惧種は，このまま放っておく

と１/４から１０％にまで減ってしまう。

②進化の暴走は人の健康にまで影響を及ぼす（エイズ，

サーズ，エボラ出血熱）。人間による生態系の破壊に

よってウイルスも自然宿主がいなくなる中で，宿主転

換を起こす。

③生態系は分断されると弱くなる。生物が住めないと物

質循環が弱くなる。

④日本の湖沼では外来種が漁業を圧迫しており，「困る

こと」。地域ごとの歴史があってということを尊重す

れば外来種は「嫌なこと」。そもそも農作物はほぼす

べて外来種。

上記の問題の解決に資する対応策として例えば次の方

法がある。

①ゾーニングをきちんとしておくことが重要。

②エコツーリズムは必要。自然と触れ合う機会がなくな

ると残ってほしいと思う人が少なくなる。また案内す

る人（インタープリター）のレベル向上が課題。地場

の環境に関する教育を進め，博物館，学芸員が教育の

核となるべき。

③外来種対策がうまくいかない理由は外来種の駆除が利

潤を生まないから。環境問題に対応するためには何か

経済的な観念，経済指標が必要。外来種の問題は外来

種そのものの生物としてのポテンシャルよりも，人間

の作っている環境と，人間の嗜好性が問題なので，そ

の点の分析が必要。

そして，相互の因果関係を整理・図示すると図９のよ

うになった。

これらの分析を，水質汚染・大気汚染（図１０），化学

物質による毒性（図１１），森林面積の減少（図１２），地球

温暖化・エネルギー（図１３）についても行った。

（ビジョン・シナリオの概要）

研究所内の有識者にインタビューを行い，彼らの思い

描く望ましい環境ビジョン・シナリオについて情報収集

をし，それぞれの分野における望ましいビジョン・シナ

リオについて分析するとともに，分野を横断する重要な

要素についても分析を行った。その結果，特にアジアを

対象とした詳細なビジョン・シナリオを記述するには，

鍵となる要因因果分析をするのが精一杯で，整合性を

もった具体的な記述を行うに足る研究蓄積を十分に集め

ることができなかった。中核プロジェクトで行われてい

る地球温暖化，循環型社会，リスク，アジア研究のさら

なる発展，平成２１年度からはじまる，地球環境研究総合

推進費平成２１年度戦略的研究開発領域課題＜S-６＞「ア

ジア低炭素社会に向けた中長期的政策オプションの立

案・予測・評価手法の開発とその普及に関する総合的研

究」等の研究の進展が期待される。

なお，筆者也に今回の成果をまとめた日本にとってふ

さわしいと思われるビジョンを下記に示す。

①圧倒的な競争力をもつ産業をキープ，創生する。それ

は，省エネ技術，省資源技術，分散型技術（例えばミ

ニミル（小さい電炉。スクラップ鉄を原料に高品質の

鉄を高効率に製造する））のような，今までの大規模

集中型産業から中小規模分散型産業をより多く含む，

現在の日本が得意とするモノづくりを起源とするも

の。もちろんサービス産業についても，高付加価値で

収益の上げられる体制に変更しなければならない。さ

らに，福祉配慮型都市システム設計，地域環境管理シ

ステム設計，中長期計画に基づく社会経済制度システ

ム設計などの社会イノベーションも求められる。

②今後，さらに少子高齢化が進むと，住居地の縮小がせ
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図９ 生物多様性に関する現状の課題，対策案と因果関係の整理

図１０ 水質汚染・大気汚染
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図１１ 化学物質による毒性

図１２ 森林面積の減少
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まられる。ゴーストタウンになり社会的コストがかさ

む前に計画的な撤退を行うことが求められる。人々の

住む地方には，権限と財源を移し，地域の特色に応じ

た中小規模分散型産業の創生を促す。しかし，すべて

の地域で自立できる高付加価値ブランド産業（イタリ

アの靴の村，ボルドーのワイン）を作り出せないかも

しれない。日本を引っ張るリーディング産業から得ら

れる利益を分配し地域を支える仕組みを持ち続けるこ

とが，今後も必要になろう。地域における農林水産業

は日本を形作る上で捨ててはいけない産業である。地

域の環境コミュニティーを守る上でも重要な担い手に

なろう。分散型な取組を通じて人と人との顔が見える

ネットワークを再構成することが，地方に住む高齢者

などの弱者を守る上で有効になろう。

③中国は，圧倒的な人口と経済成長力をもって全方位的

に日米欧のキャッチアップを狙ってくる。日本が欧米

を追いかけて貿易摩擦を起こしたように，中国が優位

性をもつことが予想される大量生産・大量消費型産業

で今後も戦っていける見通しは暗い。高付加価値産

業，日本でしかできない産業を戦略的に育成していか

なければ，今後も中くらいの富を保ち，その利益を日

本人の間でシェアして，不平不満がそれほど偏在しな

い世の中を構成することは難しいのではないか。移民

の受け入れは，日本人がやりたがらない３K産業を維

持する上で有効だが，すでにフランスやドイツで起

こっているような移民問題が，日本でも将来起こる

と，社会コスト的に大きなリスクを抱えることにな

る。

④日本は，今後も周辺国と貿易を行い，技術やノウハ

ウ，知識を売ることで見返りを得る。その中で，より

省エネや省資源，環境に負担のかからないサービス，

社会構造システムを提供していくことは，国内の環境

問題の解決だけでなく，資源の奪い合いや温暖化等の

グローバルなリスクを回避するのに有効な対策であ

り，輸出先にも喜ばれる。大東亜共栄圏の失敗を考え

ると，日本人がしゃしゃり出てアジアを引っ張ってい

くことは，中国や韓国の反発を買い，いらぬ疑いをか

けられ得策ではない。物静かに，しかし世の中をよく

する（資源を過剰に収奪しない，周辺環境にあまり影

響を与えない，人々の生活を豊かにする）サービスを

いかに提供していけるかが，今後の日本人がとるべき

道ではないか。それを日本全体だけでなく地域の場で

も生真面目に行う。本気で取組んでいる姿勢を静かに

見せることで，今後さらなる成長が期待できるアジア

図１３ 地球温暖化・エネルギー
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の国々が進むべき次のステップ［日本型モデル：自然

に憧れられる日本］を示すことができるのではない

か。

２．４ まとめ

本章では，総合的な観点から将来のビジョン・シナリ

オを描くことを目指した。定量化が可能な事象について

は，国，地方を対象にモデル開発を行い，各領域での取

組を組み入れた場合の社会及び環境の姿を定量的かつ整

合的に示した。また，計量経済学的手法により，貿易の

自由化や経済成長が各国の汚染物質の排出量に与える影

響を定量的に示した。一方，定量化が困難な事象につい

ては，専門家インタビューなどの手法を用いた整理を行

い，人間活動－環境問題マップを作成するとともに，分

野別のビジョン・シナリオと今後進めるべき研究課題を

我が国及びアジアについて明らかにした。

持続可能な社会像を構築するためには，両方のアプ

ローチを活用して，道筋や課題を，国際的な視点を踏ま

えて，環境及び社会経済の側面から整合的に明らかにす

ることが重要である。言い換えると，これまでの対症療

法的な解決だけでなく，予防的な対応を進めるために

は，ビジョン・シナリオの要因整理を踏まえた包括的な

モデルの構築を促進することが重要である。このため，

今後，より詳細なビジョン・シナリオを構築していくた

めに，サブモデルの開発や新たな定量的なデータの取得

や整備が重要になると考えられる。

最後に，３章で検討しているように，将来，適切な持

続可能な発展にかかる指標が利用可能になれば，現段階

では，モデル分析に基づく，ビジョン・シナリオの構築

が困難なものであっても構築可能なものになることを指

摘しておきたい。このため，ビジョン・シナリオの構築

と指標開発を支える研究が相互に連携していくことが，

将来的により詳細かつ有効なビジョン・シナリオの構築

を進めていく上で，重要である。



―２４―

【付録２－１】モデルの構造と定式化

本付録では，持続可能な社会ビジョン・シナリオを定

量化するために用いた統合評価モデルの詳細について示

す。なお，プログラムは，GAMSを用いて記述し，ソル

バーとしてはPATHを使用している。

（１）モデルの前提

① 生産部門

産業連関表を付表１に示すような部門に統合し，デー

タを整備する。また，２０５０年の計算においては，バイ

オマスをエネルギーに転換する部門を新たに想定し，バ

イオマスエネルギーの供給が可能となるように設定し

た。

② 入力条件

本モデルでは，付図１のように技術係数（生産を行う

ために原材料や生産要素をどれだけ使用するかといった

投入・産出関係や，家計がどういった財をどれだけ消費

するかという需要関係，活動一単位当たりの環境負荷量

など）をあらかじめ準備しておく。技術係数の想定方法

については，後述する。

また，各年に使用することができる労働力や設備の容

量についてもあらかじめ設定する。労働力は，就業者数

から設定を行う。設備容量については，過去における設

備投資により定められる。

本モデルは一国モデルであり，輸出，輸入は重要な境

界条件である。国際価格はあらかじめ前提として定めて

おき，国内生産に対する輸出品の比率，国内需要に占め

る輸入品の比率も財ごとに設定する。

なお，今回の試算では，特にどういった対策をとるこ

とで持続可能な社会が実現できるかを明らかにすること

が求められている。このため，技術係数については，個

別の技術を対象とした効率改善の他に，都市構造の変化

により省エネがどの程度進展しているかといったことも

考慮に入れる。

一方で，いくつかの環境負荷に対して制約を与え，そ

の制約条件下で解を求める方法もあるが，この場合に

は，想定された技術係数の組合せがどのようなもので

あったとしても，制約条件を達成するように活動が調整

される。

③ 技術係数の想定

a．生産部門

付図２のように既存の技術も含め，将来利用可能な技

術について投入産出係数を準備しておき，各年において

どのような技術のシェアで生産を行うかを設定する。例

えば，鉄鋼で高炉と電気炉の比率を１：３にする，自動

車輸送で普通自動車と電気自動車の比率を１：５にする

などである。

新技術の導入には追加費用が発生するが，これは固定

資本の変化で表現する。また，技術のシェアは，過去の

ストックによる制約を受けるが，２０５０年の計算に当

たっては，すべての技術が置き換え可能であるとする。

b．家計部門

家計における活動（生活の場面）を付表２のようにの

ように定義し，それぞれの活動を行うために必要な耐久

財，非耐久財，エネルギーサービスの各需要を，付図３

付表１ 産業部門の定義
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のようにさまざまな種類の家計を対象に想定する。将来

の家計における財の選好は，家計の種類のシェアに応じ

て決定される。

c．その他

生産部門や家計部門における技術係数は，あくまで個

別の主体で取組まれるものが中心である。都市構造の変

化などによる輸送サービス（移動量）の変化は，前述の

生産部門や家計部門における技術係数の想定には含まれ

ない。こうした大規模なインフラ整備による構造変化

は，別途想定し，すべての部門の活動に一律に影響する

とみなす。

上記であらかじめ設定された係数をもとに，生産，消

費活動を行う。当然，技術係数には環境負荷に関するも

のも含まれ，廃棄物をより多く再生する技術，汚染物質

の発生を抑える技術なども想定している。

付図１ ２０５０年の技術係数等入力条件
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付図２ 生産部門についての想定
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付図３ 家計部門についての想定

付表２ 家計部門における生活の場面
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④ 環境と経済の関係

前項の技術係数の設定でも触れている通り，各部門か

ら発生する環境負荷は，各部門の活動水準に比例して増

大すると仮定している。二酸化炭素排出量や大気汚染物

質の排出量については化石燃料燃焼量に比例するとし

て，その関係を組み入れる。その他の環境負荷について

は，各部門における生産量に比例して環境負荷が大きく

なると仮定している。

なお，経済活動と環境負荷をつなぐ係数は，導入され

る技術が変化すると，それに応じて変化する。これは，

前述の投入係数の変化と同様である。

⑤ 各年における計算のメカニズム

生産者は，各部門において想定された技術と，財や生

産要素の価格をもとに，各部門の利潤が最大となるよう

に生産活動を行う。一方，家計は所得制約の下，あらか

じめ設定された選好や財の価格をもとに効用が最大とな

るように財を消費する。財や生産要素の需要と供給が均

衡しない場合には，価格を改定して，再度，上述の計算

が行われる。すべての財，生産要素を同時に均衡させる

ような価格，活動が得られるまで繰り返し計算が行われ

る。

（２）モデルの定式化

簡略化のため，付図４のような勘定表を考える。ここ

では，生産活動jとして部門a，部門bと廃棄物処理部門

を，財iとして財１及び財２，それぞれ財iと代替が可能

な再生品i（＝１，２）に分割されているとする。生産要素

は資本Kと労働Lである。環境負荷として，z（＝w，x）

で示される廃棄物，土地J，大気汚染AP，水質汚濁WP，

取水量WWを対象とする。

付図４ モデルで想定した勘定体系
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【上記の勘定表の記号について】

j： 部門a，部門b及び廃棄物処理部門r。

i： 財１，財２。

h： 最終消費部門。

z： 廃棄物w，廃棄物x。

Qj： 部門jにおける活動水準。

U： 最終消費部門における効用水準。

Xij： 部門jにおける財iの中間消費量。

Ci： 財iの最終消費量。

Ii： 財iの固定資本形成。

EXi： 財iの輸出量。

IMi： 財iの輸入量。

Yi： 財iの生産量。

Yji： 部門jで生産される財i。

Kj： 部門jに投入される資本。

Lj： 部門jに投入される労働。

Rij： 部門jに投入される財iと代替可能な再生品。

Rih： 最終消費部門に投入される財iと代替可能な再生

品。

Si： 財iと代替可能な再生品の生産量。

Zz： 廃棄物処理部門において産出される廃棄物種zの

処理サービス量。受け入れる廃棄物量に相当。

Gjz： 部門jが廃棄物処理部門から購入する廃棄物種z

の処理サービス量。部門jから排出される廃棄物

量に相当。

Ghz： 最終消費部門が廃棄物処理部門から購入する廃

棄物種zの処理サービス量。最終消費部門から排

出される廃棄物量に相当。

Fz： 最終処分される廃棄物種z。

Jj： 部門jに投入される土地。

Jh： 最終消費部門に投入される土地。

APj： 部門jから排出される大気汚染。

APh： 最終消費部門から排出される大気汚染。

WPj： 部門jから排出される水質汚濁。

WPh： 最終消費部門から排出される水質汚濁。

WWj：部門jの取水量。

WWh：最終消費部門の取水量。

K＊： 資本の賦存量。

L＊： 労働の賦存量。

F＊： 最終処分量の上限。

J＊： 土地の賦存量。

AP＊： 大気汚染物質の排出上限。

WP＊：水質汚濁物質の排出上限。

WW＊：水の賦存量。

Pi： 財iの価格。

PSi： 再生品iの価格。

PL： 労働の価格。

PK： 資本の価格。

Pz： 廃棄物種zの価格。

PF： 最終処分地の価格。

PJ： 土地の価格。

PAP： 大気汚染物質の価格。

PWP： 水質汚濁物質の価格。

PWW： 水の価格

「生産」：国内での生産量の合計。

「賦存量」：利用可能な資源の量。最終需要部門に賦存さ

れていると想定する。環境に関しては，環境負荷

量の上限に相当する。賦存量を上回る需要が潜在

的に発生すると，正の価格が発生する。

「価格」：それぞれの財に対する価格。需要＝供給の時に

は価格は正の値，需要＜供給の場合には価格は０

となる。

【勘定表の各項目の関係について】

① 効用関数（u：効用関数）

U＝u（C１，C２，R１h，R２h，Ghw，Ghx，Jh，APh，WPh，WWh）→Max

② 生産活動（生産関数）（fj；活動水準と投入量の関係，gj：活動水準と産出量の関係）

部門a：Qa＝fa（X１a，X２a，Ka，La，R１a，R２a，Gaw，Gax，Ja，APa，WPa，WWa）＝ga（Ya１，Ya２）

部門b：Qb＝fb（X１b，X２b，Kb，Lb，R１b，R２b，Gbw，Gbx，Jb，APb，WPb，WWb）＝gb（Yb１，Yb２）

廃棄物処理部門：Qr＝fr（X１r，X２r，Kr，Lr，R１r，R２r，Fw，Fx，Jr，APr，WPr，WWr）＝gr（Zw，Zx，S１，S２）
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モデルのパラメータは，カリブレーション法により設

定している。

生産関数は，基本的にはレオンチェフ関数（代替弾力

性が０）を採用し，資本と労働の関係など一部について

は他の代替関係を定義している（資本と労働は代替弾力

性が１のコブダグラス関数など）。

家計の需要関数のうち，非エネルギー財の消費につい

てはコブダグラス関数，エネルギー消費についてはレオ

ンチェフ関数を想定している。エネルギー消費について

は，既に設置されている機器により，活動当たりのエネ

③ 財の需給均衡

財１：X１a＋X１b＋X１r＋C１＋I１＋EX１－IM１ Y１＝Ya１＋Yb１
財２：X２a＋X２b＋X２r＋C２＋I２＋EX２－IM２ Y２＝Ya２＋Yb２
④ 生産要素の均衡

資本：Ka＋Kb＋Kr K*

労働：La＋Lb＋Lr L*

⑤ 再生品の需給均衡

財１の再生品：R１a＋R１b＋R１r＋R１h S１

財２の再生品：R２a＋R２b＋R２r＋R２h S２

⑥ 処理される廃棄物のフロー

廃棄物w：Gaw＋Gbw＋Ghw Zw

廃棄物x：Gax＋Gbx＋Ghx Zx

⑦ 環境負荷のフロー

廃棄物最終処分：Fw＋Fx F*

土地：Ja＋Jb＋Jr＋Jh J*

大気汚染：APa＋APb＋APr＋APh AP*

水質汚濁：WPa＋WPb＋WPr＋WPh WP*

取水量：WWa＋WWb＋WWr＋WWh WW*

⑧ 家計の収支

C１・P１＋ C２・P２＋ I１・P１＋I２・P２＋R１h・PS１＋R２h・PS２＋Jh・PJ＋Ghw・Pw＋Ghx・Px＋APh・PAP＋WPh・PWP＋WWh・PWW
＝K*・PK＋L*・PL＋F*・PF＋J*・PJ＋AP*・PAP＋WP*・PWP＋WW*・PWW
⑨ 各部門の収支

部門a：Ya１・P１＋Ya２・P２＝X１a・P１＋X２a・P２＋Ka・Pk＋La・PL＋R１a・PS１＋R２a・PS２＋Gaw・Pw＋Gax・Px＋Ja・PJ＋APa・PAP＋WPa・PWP＋WWa・PWW
部門b：Yb１・P１＋Yb２・P２＝X１b・P１＋X２b・P２＋Kb・Pk＋Lb・PL＋R１b・PS１＋R２b・PS２＋Gbw・Pw＋Gbx・Px＋Jb・PJ＋APb・PAP＋WPb・PWP＋WWb・PWW
廃棄物処理部門：Zw・Pw＋Zx・Px＋S１・PS１＋S２・PS２＝X１r・P１＋X２r・P２＋Kr・Pk＋Lr・PL＋R１r・PS１＋R２r・PS２＋（Fw＋Fx）・PF＋Jr・PJ
＋APr・PAP＋WPr・PWP＋WWr・PWW
⑩ 輸出（exi：財iの国内生産に占める輸出の比率）

財１：EX１＝ex１・Y１
財２：EX２＝ex２・Y２
⑪ 輸入（imi：財iの国内需要に対する輸入の比率）

財１：IM１＝im１・（X１a＋X１b＋X１r＋C１＋I１）

財２：IM２＝im２（X２a＋X２b＋X２r＋C２＋I２）

⑫ 固定資本形成（ki：資本を維持するために必要な固定資本形成）

財１：I１＝k１・K*

財２：I２＝k２・K*
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ルギー消費量が決まっているとみなしている。

物質収支をとる必要がある部分の財の代替について

は，代替弾力性を０もしくは無限大と定めている。

上記の例では，廃棄物のみ発生，除去，排出を明示し

ているが，他の汚染についても同様である。活動水準と

環境負荷の発生，除去については，代替弾力性を０と定

義している。つまり，活動水準がα倍になると，環境負

荷の発生もα倍になる。ただし，想定されている技術に

よって，活動水準がα倍になっても環境負荷の発生がβ

倍となることもあるが，この定数βは２０５０年に設置す

る技術の組合せによってあらかじめ設定されるものであ

る。また，発生，除去の変化を考慮して排出係数を調整

する。

【付録２－２】環境省・超長期ビジョン検討の概要

環境省・超長期ビジョン検討は，平成１８年６月に，環

境省総合環境政策局長の委嘱により，有識者により構成

される超長期ビジョン検討会及び超長期ビジョン検討ア

ドバイザリー・グループを設置し，２０５０年に実現される

ことが望ましい我が国の環境像・社会像を描き，その実

現の道筋について検討を行っている。これは，第三次環

境基本計画において，持続可能な社会を考えるときに，

社会や経済のあり方そのものに関わり，長期にわたる対

策が求められる場合があることを指摘し，５０年といった

長期間の環境政策のビジョン（超長期ビジョン）を示す

との方向を明らかにし，重点分野ごとの環境政策の展開

に関する記述の中で，超長期の展望について専門的な見

地から，調査研究を行うことを定めたことに基づいたも

のである。また，本特別研究においても，ビジョンの検

討や定量化について一体となって分析を行った。超長期

ビジョン検討において検討された２０５０年の我が国の環

境像・社会像の概要は以下の通りである。

１．環境像

（ア）低炭素社会から見た環境像

世界全体の温室効果ガス排出量が大幅削減され，将来

の人類及び人類の生存基盤に対して悪影響を与えない水

準で温室効果ガス濃度が安定化する方向に進む。

（イ）循環型社会から見た環境像

資源生産性，循環利用率が大幅に向上し，これに伴っ

て最終処分量が大幅に減少している。バイオマス系の廃

棄物の有効利用をはじめとして，廃棄物からの資源・エ

ネルギー回収が徹底して行われている。

（ウ）自然共生社会から見た環境像

農山村が活性化することにより，地域の生活環境であ

る里地里山が適切に管理され，野生鳥獣との共存が図ら

れている。都市周辺においても豊かな生物多様性を育む

地域が広く残されている。

（エ）快適生活環境社会から見た環境像

環境汚染によるリスクの環境監視が適切に行われ，生

命，健康，生活環境に悪影響を及ぼすリスクがなくな

る。大都市部の大気汚染，ヒートアイランドが解消さ

れ，健康で快適な生活を確保できる水辺環境も回復して

いる。

２．社会像

我が国は少子高齢化が進み，総人口が減少，高齢者比

率が増加し，就業者数は減少している。しかし，労働生

産性の向上により日本経済は成長を維持するとともに，

環境負荷の少ない持続可能な社会を実現している。

【将来像の具体例】

（ア）社会・経済的側面

①２０５０年の我が国の人口は１億２００万人（２００４年比

７９．７％），高齢者比率３７％。

② 人口減少と高齢化に伴い，就業者数は減少するもの

の，多様な就労環境が整備され，望ましい働き方の選

択ができ，相対的に女性や高齢者の就業率が増加。

③ 農業の経営規模拡大・農業生産の効率化により，農

業収益性が向上。安全で安心な生産物を供給。

④ 日本企業が環境性能が優れた技術・製品を作り出し，

低環境負荷企業として世界トップランナーに。

⑤ ゲーム，ソフトウェアなどのコンテンツ産業，高齢

化社会の経験を生かしたライフサイエンス・医療・介

護関連産業などが成長産業に。

（イ）国土・社会資本的側面

① コンパクトで住みやすい都市構造，緑の多い道路や

公園緑地の配置，ヒートアイランド緩和のための「風

の道」などが実現。農山村は，その数は減少するもの

の，都市住民との交流や移住が進むことで地域のコ

ミュニティが活性化。

② 都市の規模・構造に即した合理的な公共交通システ

ムが普及。高度なICTによる効率的かつ安全な自動車

交通が実現。

③ 太陽光発電や太陽熱温水器などが標準装備され，す

べての消費エネルギーを賄える「ゼロエネルギー住

宅」や，「２００年住宅」，「長寿命オフィス」が一般化。
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④ 風力発電，太陽光発電，太陽熱利用など自然エネル

ギーのシェアが大幅に増加。安心・安全な原子力発電

技術の実現による原子力発電所の設備利用率向上など

により低炭素型電力供給システムが構築。

⑤ 住宅・建築物の防災設計等により安心・安全な都市

構造が実現。気候・気象予測精度の向上等により，温

暖化影響に余裕をもって対応可能に。

以上に示した環境像・社会像を２０５０年において実現す

ることは可能であるが，その実現に向けた道筋は容易で

はない。２０５０年の目標像を視野に入れつつ，長期的な視

点に立って，現時点から導入可能なさまざまな対策を導

入することが，持続可能社会の実現において必要となる。

なお，超長期ビジョン検討会の配付資料及び議事録は，

http://www.env.go.jp/policy/info/ult_vision/から入手可能。

【付録２－３】推計方法と推計結果

（１）式のモデルでは，被説明変数の１期のラグが説

明変数に含まれており，誤差項εit＝ηi＋υitとの相関が

問題となる。そこで，個別効果ηiを取り除くために両

辺について１階の階差モデルを考える。このモデルにお

いては２期ラグ以前の被説明変数の値は誤差項の階差と

無相関（すなわち直交条件が成立）であることが知られ

ている。このため，この被説明変数のt-２期以前の水準

を操作変数として用いる一般化積率法（GMM）に従っ

て推計する。

なお，（１）式を推計する際に，貿易依存度と一人当

たりGDPの予測値を求め８，（１）式の推計に追加の操

作変数として使用する。

主要な推計結果（（１）式の推計結果）は，付表３の

付表３ 排出関数（SO２，CO２，BOD）の主要な推計結果
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通りである９。なお，GMM推定で満たされる必要のある

仮定は誤差項に系列相関がないというものである。この

仮定が満たされなければ操作変数として使えないものが

出てくるとともに，GMM推定は一致推定ではなくなり

バイアスをもつことになるが，系列相関検定のテストを

行ったが問題がないことが分かった。また，操作変数に

関するSarganの過剰識別制約テストもパスをしている。
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２章で述べたモデルを用いた将来シナリオ研究は，将

来の定量化が可能という長所を有する一方で，定量化で

きない要素や大幅に社会構造が変化する場合に対しては

有効な取り扱いができないという短所がある。３章で

は，そのようなモデル研究で十分にカバーできなかった

領域を含め，どのような事象や分野が重要となるのかな

どを明らかにすることに主眼をあてる。

ところで，将来のビジョンを見定める上では，環境分

野だけに限ったビジョンだけでなく，いわゆる持続可能

な発展のような幅広の概念の中で，将来の社会動態を大

きく位置づけ，見定めておくことが望ましい。これによ

り，社会全体に生じている大きな流れや問題を的確に中

長期ビジョンに反映させることができ，他方，策定する

中長期ビジョンで考慮できていない事象が明確になり，

中長期ビジョンの想定範囲（スコープ）が一層明確にな

るためである。加えて，途上国の環境問題に代表される

ように，環境問題の改善が経済問題や社会問題の改善と

不可分であるような事象も存在する。

そこで，３章では「持続可能な発展」に着目すること

とし，３．１節で，既存の持続可能な発展にかかる指標

（以下，「持続可能な発展指標」という。）などをレ

ビューし，それらの指標が着目している項目を明らかに

することで，中長期にわたるシナリオ研究において重要

な構成要素を確認した。特に，国等の持続可能な発展指

標においては，多数の指標で当該国のさまざまな要素が

計測されているので，これを重点的にレビューし

（３．１．１項），その他の指標は特徴把握のために補足的に

レビューを行った（３．１．２項）。一方，指標計測だけで

持続可能な発展に向けた取組が進展するわけではなく，

的確なマネジメントが実施されている必要がある。特

に，国際化した，地球環境問題が顕在化している現代社

会においては一国のマネジメント能力には限界があるこ

とから，国際的かつ効果的なマネジメントの必要性・重

要性が高まっている。そこで，レビューの最後に，国際

環境マネジメントの方策として国際環境条約

（MultilateralEnvironmentalAgreement:MEA）に着目

して，レビューを実施し，国際環境条約データベース

（MEADB）の構築を行った（３．１．３項）。

３．２節では，これらのレビュー成果をふまえ，また，

現状の持続可能な発展指標の問題点・課題を改善・克服

できることを企図して，日本を対象にして持続可能な発

展指標の新たな枠組みの構築を試みる。

３．１ 持続可能な発展指標のレビュー

３．１．１ 国等が策定した指標

まず，国や地域，国際機関等で策定している持続可能

な発展指標をレビューした。対象とした国等は表７に示

す２６の国等１～３７）で，計１，５２８の指標がレビュー対象と

なった。各国等の指標の特徴は【付録３－１】に整理し

た通りである。

a）指標の特徴

レビューにおいては，まず，国等が策定する指標の特

徴を整理した。指標には，高度に集約された指標（例え

ば，エコロジカルフットプリント，Genuinesavingsな

ど）と，多くの指標を用いてさまざまな面を計測する指

標群に二分することができる３８）が，現在，国等で策定・

利用されているのは多数の指標からなる後者の指標群で

３ 持続可能な発展にかかる指標研究

表７ 各国等で策定されている持続可能な発展指標の数
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あった。ただし，フィンランドのように両方の種類の指

標を採用している国や，オーストラリア，デンマーク，

スウェーデンなどのように個別指標群の中にヘッドライ

ン指標を定めている国もあり，包括性・集約性・理解容

易性と個別具体性・正確性とは二者択一ではなく，両者

の長所の組合せ方次第といえた。このような組合せを採

用する国は今後増えてくると思われる。

指標の性質に着目すると，【付録３－２】で分類した

「Ⅰ．持続可能性そのものを計測する指標」はほとんど

なく，「Ⅱ．持続可能性を達成する上で重要なものにか

かる指標」もしくは「Ⅲ．持続可能性を損なう可能性が

あるものにかかる指標」が大多数を占めていた。この理

由として，持続可能性の計測が技術的に確立しておら

ず，まずは分野横断的な指標群を選定することが優先さ

れた，もしくは各国等にとって国全体での分野横断的な

指標群を策定することは数少ない経験であったために，

時間的制約から分野横断的な指標を策定するところまで

しか到達できなかったのではないかと推察される。ま

た，ⅡとⅢの指標の中でも，「Ⅱ-a達成要因指標」と

「Ⅲ-a阻害要因指標」という現象の状態を計測する指標

が目立ち，それらの現象に対する社会や経済，自然環境

のケイパビリティや適応力を示す「Ⅱ-b促進力指標」や

「Ⅲ-b抵抗力指標」（後述する表８の「制度」に属する

指標がこれらに該当する）はあまり存在しなかった。

策定機関に着目すると，国際機関の関心事は多くの国

を横断的に比較可能できる指標を開発することにあるた

め，指標の項目も，多くの国に共通して重要と思われる

指標が中心となっていることが確認できた。一方，各国

では，国際機関が示した指標を参考にしながらも，自国

独自の事情・関心事項をより反映した指標が採用されて

きている。例えば，労働については失業率の指標が多

かったが，長期失業率のように単なる格差ではなく，格

差の固定化といった視点をとらえた指標が存在した。ま

た，死亡・健康については，平均寿命や特定の疾病にか

かる指標が多かったが，健康に対する満足度といった主

観的な要素を取り入れた指標が存在した。

b）指標開発の今後の課題

次に，レビューされた指標をもとに各国が作成してい

る持続可能な発展指標の今後の課題を考察した。ここで

は，多数の指標群からなる持続可能な発展指標において

特に重要と考えられた５つの点について述べる。

第一は，「持続可能な発展指標において時間軸をどの

ように考慮するか」という点である。前述したように，

レビューされた指標のほとんどが現在世代における環

境・社会・経済等の状態を計測する指標であった。前述

した「長期失業率」のように，格差の固定化といった時

間軸を意識した指標もわずかに存在していたが，既存の

国等が策定している持続可能な発展指標のほとんどは，

あくまでも現存している世代のみしか考慮していなかっ

た。【付録３－２】に示したように，持続可能な発展指

標といってもいくつかの種類の指標を想定することがで

き，純粋に「持続可能性」を計測する指標だけが有用で

その他の指標が有用でないというわけではないが，持続

可能な発展指標群としては，時間軸を意識した指標が多

く組み込まれているべきだと考えられ，そのような視座

にたった指標開発が求められると考えられる。

第二は，「指標間のトレードオフなど現象の構造を指

標でどのように計測するか」という点である。指標とい

うアプローチは，ある現象構造の中からその現象にとっ

て最も特徴的かつ重要な点を選定し，その計測を行うと

いうものである。現象構造が単純な場合には，現象構造

そのものをあまり気にしなくてもよいことが多いだろ

う。しかし，ある対象が持続可能かどうかを判断する場

合などは，その対象現象における複雑なフィードバック

やフィードフォワードの構造や，複数の影響要因が存在

すること，すなわち対象とする現象構造を的確にふまえ

なければならない。現象構造のうち特に注目すべきと考

えられ，かつ既存の持続可能性指標では十分に扱われて

いるといえなかったのが，トレードオフの問題である。

いくつかの国ではこれをデカップリング指標（CO２排出

量をGDPで割るというように環境負荷の増大と経済成

長の分離度を測る指標）を導入することで対応していた

ように見受けられたものの，指標群全体をみれば，この

ようなトレードオフを扱う指標は少なく，例えば，社会

と環境，経済と社会との間のトレードオフを扱う指標な

どが今後の指標開発の課題として残されている。

第三は，「国等の指標で，国境を越える事象をどのよ

うに扱うか」という点である。国等が策定する以上，国

内が指標の計測対象となることが多いことは理解できる

ものの，現在の国際化社会においては，ある一国の活動

が他国に影響を及ぼすことはむしろ当然である。輸入資

源であれば輸入国における資源生産に伴う環境負荷のよ

うに，問題の原因行為の帰属が国境をまたぐ場合と，地
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球温暖化や酸性雨などのように問題そのものが越境する

ような場合がある。これらが既存の持続可能性指標で的

確に算出されているかは，指標そのもののレビューだけ

は判断できなかったが，留意事項などの注釈がレビュー

した資料等になかったことを考えると，看過されていた

ものと考えられる。

第四は，「持続可能な発展の質的側面をどのようにと

らえるか」という点である。多くの指標は，物量単位の

できるだけ客観的かつ定量的な指標が選定されている。

しかし，持続可能性には，量的発展から質的発展への転

換や生活の質の向上などがその概念に含包されており，

主観的・感覚的・精神的な要素も盛り込まないと指標が

表現できる内容に限界があると考えられた（物量単位の

指標でも質的側面をある程度測ることは可能だが，質的

側面を物量単位だけで測ることはできないと考えられ

る）。レビューの中では，「幸福（well-being）」，「満足

（satisfaction）」，といった用語を含む指標が主に社会の

分野の指標に採用されていることが確認できたが，社会

が成熟化するにつれて，このような主観的な意識や精神

面を加味した指標の重要性が増していくものと考えられ

る。

第五は，この点にも関係するが，「持続可能な発展指

標と生活実感との乖離をどのように埋めるか」という点

である。この点については，３．１．３項で紹介するJFSの

指標体系には「個人」という分野が位置づけられてい

る。持続可能な発展指標の究極的なユーザーは，政策担

当者ではなく，その政策のユーザーたる国民であること

を考えると，国民にとって魅力的かつ関心が高まる指標

群となっていることが望ましい。

最後に，本レビューの主目的である指標が計測してい

る項目の整理を行った。各国等の指標群はUNCSD（国

連持続可能な開発委員会）の指標の分類に準拠して整理

がされていることが多いが，独自の分類体系が構築され

ているものもある。そこで，本研究独自に再分類を行う

こととした。独自分類（以下，「NIES分類」という。）

は，レビューされた個々の指標名ならびに指標の内容を

ふまえて，分類名を設定し，類似の分類名となったもの

を集約化していくことで最終的に７６の分類に整理した。

できるだけ１指標につき１分類をあてはめたが，複数の

分野にまたがると考えられた指標については，複数の分

類を設定した。７６分類に分類された持続可能性指標の数

と具体的な指標の例を表８に示す。

ところで，この分類結果を有効に利用するためには，

いくつかの検索条件で検索できることが望ましい（例え

ば，「貧困」の指標がどの国で策定されているかを検索す

る等）。そこで，国等が策定する持続可能な発展指標のレ

ビュー・分類成果をデータベースとしてとりまとめ，国

立環境研究所のホームページ（http://www.nies.go.jp/

sdi-db/）から公開することとした。公開している持続可

能な発展指標のデータベースの画面を図１４に示す。

３．１．２ 研究者・地域等が策定した指標

続いて，研究機関や政策提言型の非政府機関

（NGO/NPO。以下「NGO」という。），ならびに自治体・

地域（以下，「研究者・地域等」という。）が策定した持

続可能な発展の指標３９～５５）をレビューした。それぞれの指

標の特徴は【付録３－３】に整理した通りである。

研究者・地域等は国等とは異なるスタンスで指標開発

を行ってきている。社会が中長期的にも本当に望ましい

（持続可能な）方向に向かっているかどうかの判断基準

とするため，また，より持続可能な社会にするために必

要な政策を同定するためといった視点が指標開発の目的

に濃厚に表れている。これに各主体の関心事が加わり，

研究者・地域等が策定する指標はそれぞれに国等が策定

する指標とは異なる特徴をもつ。まず，研究機関・研究

者の関心事は，学術的に質の高い指標を開発することに

ある。そのためには，客観性に優れていることに加え

て，オリジナリティーが要求される。行政機関が策定す

るような，単に複数の指標を並列しただけでは，研究と

しては不十分となるため，指数（インデックス）化等，

新たな工夫が見られることが多い。

NGOの関心事は，世の中がより持続可能な発展を追

求することに積極的になるような指標を考案することに

ある。目的志向が強いため，指標に目標値を定めたり，

あるいは，他の国と比較可能にするような工夫が見られ

ることが多い。

自治体・地域が策定する指標は，環境問題に限らず，

その自治体特有の問題や，その自治体が強く関心をもつ

問題に焦点をあてたものであることが多い。これは，当

該自治体の市民を巻き込んで指標開発を行うことが多い

ことも関係しているが，首長等がその自治体ならではの

特色を積極的に出そうとすることもあり，その地域の関

心事が浮き彫りになりやすい。

なお実際には，研究者による指標開発において市民の
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表８ ２６の国等が策定する持続可能な発展指標の分類結果
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表８ ２６の国等が策定する持続可能な発展指標の分類結果（つづき）
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表８ ２６の国等が策定する持続可能な発展指標の分類結果（つづき）
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図１４ 持続可能な発展指標のデータベースの画面例

表８ ２６の国等が策定する持続可能な発展指標の分類結果（つづき）
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意見が調査されたり，自治体・地域による指標開発に研

究者が関わるなど，上記の中間的な性格を有することも

多い。

指標を高度に集約された指標と多くの指標からなる指

標群に二分してこれらの指標の特徴を見てみると，前者

は研究者ならびにNGOが策定した指標で，後者はNGO

ならびに自治体・地域が策定した指標である傾向があっ

た。また，前者についても研究者とNGOが策定する指

標には違いがあり，研究者は持続可能性という概念から

抽象的かつトップダウン的に指標を策定するとともに，

指標値の算出にも一定の労力がかかる指標が策定される

傾向があった。一方，NGOは既存の統計データ・指標

の中から持続可能な発展に関係する要素を少数選定し

て，これらを組合せ指標を策定する傾向があった。選定

根拠を理詰めで説明することは少なく，組合せるデー

タ・指標そのものが人々の関心を呼ぶように意図してい

ると考えられた。

高度に集約した指標は，すでに既存研究で指摘されて

いるように，いくつかの種類に分けることができる。牧

野５６）は指標の作成方法に着目し，１）個別指標を貨幣評

価し，これらを集計する指標と２）個別データに主観的

な価値判断で重みを付けて指数化したものに分けてい

る。一方，Pearceetal．５７）は弱い持続可能性と強い持続

可能性に着目して，前者をGDPを修正するタイプと

genuinesaving（筆者注：資本に着目するタイプ）に，

後者を環境容量に着目するタイプ（エコロジカルフット

プリント）と目標との乖離度に着目するタイプ

（Distancetogoals），抵抗力に着目するタイプに細分化

して整理をしている。今回のレビューでも，これらの分

類が適当であることが確認できたが，この他にも，少数

の指標を組合せるタイプ（例，HPI）があると考えられ

た。また，集約化された値に意味があり持続可能性を判

定する指標（genuinesavingやエコロジカルフットプリ

ントなど）と，そうでなくあくまでも相対比較を行う指

標があることが分かった。さらに，多くの指標が，環境

保全関連の指標と人間中心的な指標を組合せた複合的な

指標を「持続可能な発展指標」と呼んでいることが多

かったことも確認できた。

さて，このような持続可能な発展指標に関する開発

は，国の指標に限らない。各国内の地方自治体レベルで

も，その地域の特徴を反映した独自の指標開発が行われ

ている。例えば，米国のシアトル市では，Sustainable

SeattleというNGOが１９９１年から開発に取組んだ指標が

あり，市町村レベルでは最も知られたものの一つとなっ

ている５２）。多くの人々が参加しながら環境，人口と資

源，経済，若者と教育，健康と地域という５分野に４０の

指標を策定している。また，英国のノーウィッチ市で

は，環境，経済，社会という３大分野に２３の分野を設定

し，３０の指標を策定している５３）。その他，中口が環太平

洋諸国の州，市，郡レベルでの指標作成動向をレビュー

している５４）。我が国内では，例えば社団法人中国地方総

合研究センターが開発したCommunitySustainable

Assessment（CSA）５５）で，環 境 面，社 会・経 済 面，精

神・文化面の３つの面ごとに７つのサブ項目を設定し，

それぞれに指標を充てる試みを行っている。

以上，研究者・地域等が策定した指標をまとめると，

以下のような特徴が挙げられる。今後，新たに独自の指

標を開発する場合には，ここに挙げられた課題を克服す

るための工夫が求められる。

①各国政府の持続可能性指標が，多くの場合，複数の指

標を単純に併記するだけのタイプであったのと比較す

ると，こちらの指標群では，指数化を試みたものや目

標を明確にしたもの等，ある程度は本当の「質」を表

現しようとする工夫が見られる。ただし，このような

方法の場合，国によって採用すべき指標の内容が違っ

てくることが大いに予想され，各国に最も適切な指標

について，客観的な選択手法を工夫する必要がある。

②指標間のトレードオフ。政府の開発した指標群におい

ては，選ばれた指標と指標の間のトレードオフが十分

に検討されていなかったが，研究機関等が開発した指

標においても同様の傾向が見られた。指数（インデッ

クス）タイプの指標においても，インデックスを構成

する各指標間のトレードオフに関しては十分な配慮が

なされているのは見あたらなかった。

③世代間公平性の考慮。世代間公平性についても，政府

の指標同様，十分な配慮がないものが多い。その中で，

世代間公平性に特に配慮したものとして，ESIは現在

の環境の状況と，環境ストレス，そして環境の状態に

影響を及ぼす政策の有無を区別して扱うことにより，

将来への保全を明確にしている。また，Genuine

Savingは，通常の国民勘定体系に反映されにくい世代

間公平性を配慮するために拡張を試みたものといえる。

なお，ParrisandKates５８）は持続可能な発展指標の開

発における問題として，持続可能な発展の定義の曖昧
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さ，持続可能な発展の多目的性質，用語・データ・計測

方法の混乱があるとしており，この点についても今後の

検討が望まれる。

３．１．３ 持続可能な発展に向けた国際環境マネジメント

方策としての国際環境条約のレビュー

前述したように，指標計測とマネジメントは持続可能

な発展に向けた取組の両輪といえる。それにも関わらず，

表３-２の「制度」に関する指標は少ない。加えて，制度

の指標といっても，取組を実施しているかというInput

側の指標が多く，マネジメントの有効性や進捗状況を的

確に把握するといった点で多くの課題が残されている。

既存の持続可能な発展のマネジメント指標（以下，SDマ

ネジメント指標という。）が少ないことから，ここでは，

国際環境マネジメント方策としての国際環境条約

（MultilateralEnvironmentalAgreement:MEA）に着目

し，そのレビューを行うことで，SDマネジメント指標

の開発ならびに持続可能な発展におけるマネジメント面

の知見を得ることをねらいとした。以下では，まず，

MEAの研究動向から，MEA比較と評価の重要性を述

べ，次に，そのためのMEAデータベース（MEADB）

構築を行い，最後に，MEAの目的規定に関して比較分

析を行った結果について述べる。

（１）国際環境条約（MEA）の比較と評価の重要性

１９７２年のストックホルム人間環境会議を契機として，

多くのMEAが締結されている。MEAに対する学術的関

心は，定立から実施の段階へと移行してきた５９）。１９９０年

代半ば以降の国際環境法研究では，MEAの実施メカニ

ズムに重点が置かれてきている。主要な項目としては，

国別報告書の提出・審査・公表手続と，遵守手続（締約

国の義務の不遵守の認定とその取り扱いについての手

続）とが挙げられる。なかでも，MEAの遵守手続に着

目した研究が目立つ。これは，MEAの特性から，違反

への事後的対応ではなく，実効性（effectiveness）を担

保するための条約義務の遵守確保の重要性が強く認識さ

れているためである６０）。このことから，遵守管理のパー

ツが類型化され，インフォーマルな紛争解決や，途上国

への履行援助の有効性が詳細に検討されてきており，か

かる検討は，実効的な制度設計に一定の指針を提供する

と指摘されている６１）。

また，MEAが定立され，締約国の遵守が確保されて

いたとしても，環境問題の改善に直接つながるとは限ら

ない。国際法は合意規範であるため，締約国の義務や不

遵守の帰結を過度に厳格なものにすると，そもそも締約

国の数が減ってしまうという問題がある。したがって，

遵守状況だけでなく，環境データとあわせて，MEAの

実効性を評価することが必要である。

さらに，BrownWeiss（１９９３）は，多くのMEAの成

立により，さまざまな副次的作用を引き起こす「条約の

密集（treatycongestion）」が発生したと指摘する６２）。こ

こで言う副次的作用とは，条約のカバレージの重複，国

内実施における一般的な負荷の増大などを指す。とりわ

け，既存のMEAが，気候変動，生物多様性など，問題

領域ごとに策定されてきていることから，今後は，政策

的相互連関（policyinterlinkage）の観点を取り入れ，

ある条約の目標を達成するための措置が別の条約の目標

達成に影響を及ぼす可能性がある場合の調整策を検討す

ることが必要であると指摘されている６２，６４）。

MEA下で，どのような制度的対応がなされているか，

また，今後，制度の実効性を高めるためにどのような方

策が必要かを明らかにするため，MEAを比較分析する

必要がある。しかしながら，既存の情報源は，特定の

MEAについて詳細に記したものか，あるいは，各条約

の概要をまとめたものがほとんどであり，この比較分析

に適さない。

（２）国際環境条約データベース（MEADB）の構築

そこで，MEAをさまざまな観点から横断的に評価す

るための基盤情報が求められることになる。本研究で

は，外部専門家の協力を得て，MEADBを構築した。

MEADBの対象条約を表９に，対象項目を表１０に，

データベースの構造を図１５にそれぞれ示す。

本データベースは，国立環境研究所ウェブサイト上に

て公開予定である（画面例につき，図１６を参照）。初学

者から，特定のMEAについて深く調べようとする方ま

で，利用者の幅広いニーズに応えることを目指してい

る。

（３）MEAの比較分析～MEAの究極目的の位置づけ

国内環境法政策においては，環境基準が設定され，そ

の維持を目指して，各種政策がとられている。環境基準

は，指標でいうところの目標値に相当し，これが設定で

きるかどうかはマネジメント上，重要な意味がある。し
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表１０ 国際環境条約データベースの対象項目

表９ 国際環境条約データベースの対象条約
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かし，MEAにおいてはそのような構図には必ずしも

なっていない。

例えば，気候変動枠組条約第２条は，同条約の究極目

的として，定性的ではあるものの，温室効果ガスの大気

中濃度の安定化を掲げている。しかし，同条が真に各国

への義務を拘束するような効力を保持しているのか，あ

るいは単なる理念を示すにとどまるのかについては明確

な指針はない。

そこで，長期目標としての同条約第２条の意義を明確

化することを目的として，（１）目的規定の内容に関する

他の国際環境条約との比較分析，及び，（２）気候変動枠

組条約交渉過程における第２条関連の議論の分析を行っ

た。その結果，同条は，他のMEAには見られない目的

条項であり，各国に対する約束に直結しないものの単な

る理念にはとどまらず，各国の約束を議論するうえでの

制約としての役割が条約交渉時に期待されていた６５）。

このように，国際的なマネジメントにおいては，拘束

力をもった目標値を設定し，指標でもってその進捗を確

認し，さらなる取組を進展させるというアプローチは限

界があると思われる。そうだとすれば，指標は情報手段

としてマネジメントを促すという，よりソフトな利用に

その役割を移していかざるを得ないと考えられる。

図１６ データベースの画面例

図１５ 国際環境条約データベースの構造
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３．２ 持続可能な発展指標の枠組みの構築

本節では，前節のレビュー成果に基づいて，日本を対

象にして，持続可能な発展指標の新たな枠組みの構築を

試みる。

３．２．１ 指標の枠組みと指標策定プロセスについての考

え方

指標の枠組みといってもその意味するところは同一で

はない。指標の理解・解釈を容易にすることを意図して

指標群の構造を整理したものを指す場合もあれば，指標

の利用までを含めて指す場合もある。例えば，後者の立

場をとるMcGlade６６）は，「指標の枠組みは，モニタリン

グ，評価と学習，意思決定，アクションというプロセス

のすべてをカバーし，かつ透明性が確保されていなけれ

ばならない。」と述べている。しかしながら，３．１節で

レビューした指標策定の報告書等は，指標の選定方法，

指標が指す意味・内容，計測された指標に基づく現状の

説明といった点に重点が置かれたものが多く，指標の利

用についての説明は十分でなかったのが実状である。

持続可能な発展指標の利用については，近年になって

具体的検討を行った文献が出てきている。例えば，

HezriandHasan６７）は，政策形成過程が必ずしも合理的

でないことを説明する「限定された合理性（bounded

rationality）」や「インクリメンタリズム」の議論を参照

しつつ，建設的な指標の利用と非建設的な利用の両方を

含む５つの利用類型を提示している（アクションのため

の道具的利用，啓発のための利用，アクションや批判を

回避するための戦術的利用など）。またBoulanger６８）は，

政策形成過程を合理的問題解決型，対話実践型，利益対

立型の３つに分類し，それぞれの政策形成過程における

情報（すなわち指標）の役割をパラメータ的役割，発見

的役割，戦略的役割と位置づけ，それぞれの役割に対し

て客観性，コミュニケーション，柔軟性などといった指

標の要件を整理している。これまでの持続可能な発展指

標が合理的なシステム思考をベースに客観性・論理性を

重視して開発が試みられていた一方で，指標が利用され

る実際の場面が政策科学で議論されてきた複雑性を捨象

してきたという点に一石を投じる形となっている。

本研究は，３．１．１項で述べたように，モデル研究で十分

にカバーできなかった領域でどのような事象が重要とな

るのかなどを明らかにすることを目的としているので，

発見的役割が指標の枠組みに求められることになる。

またこれに関して，本研究で提案する指標の枠組み

は，統合的単一指標もしくは統合的指標を中心とした指

標群のための枠組みではなく，多数の指標群で社会のさ

まざまな面を把握する指標群の枠組みを検討することと

した。これは，３．１．３項で述べたようにすでにいくつか

の指標が提案されていることに加え，統合的指標で持続

可能性が低いと判断されたとしても具体的方策を打ち出

すためにはより具体的な問題が抽出される必要があると

考えたためである。

次項では，これらに留意して，指標群の構造を整理

し，我が国の持続可能な発展に本研究のねらいに合致し

た持続可能な指標の枠組みを構築する。

３．２．２ 指標の枠組み

構築した枠組みを図１７に示す。この枠組みの特徴は，

（１）６大分野の設定，（２）総合評価指標と個別指標の

導入，（３）国全体の指標と個人・世帯の指標の導入，

（４）東洋的思想の積極的導入，（５）主観的・感覚的要

素の積極的導入，（６）リーケージの積極的把握，（７）

時間軸の強調にある。なお，既存の指標の枠組みは，環

境，経済，社会の３分野もしくはさらに制度を追加した

４分野を個別に想定するか，もしくはそれらがクロス

オーバーしたものを想定したものが多い。特徴的なもの

としては，このような枠組みの問題点を指摘した

Levett６９）が提示するRussiandollsmodel（ロシア人形

式）１０やWangが 五 行 の 木火土金水 を ベ ー ス に し た
もっかどごんすい

SENCE１１がある。ただし，用いるべき指標の枠組みは

一意的に定まるわけではなく，何を重視するかによって

異なると考えられる。本研究で構築した枠組みは，本研

究における問題意識に非常に合致するものであるが，異

なる問題意識で持続可能な発展指標を扱う場合には異な

る枠組みの方が適する場合もあると考えられる。

（１）６大分野の設定

持続可能な発展の柱とされている環境，経済，社会の

３分野にそれらがクロスオーバーした３分野を追加した

６分野を指標枠組みにおける６大分野として設定した。

初期の持続可能な発展指標においては，分野ごとに指標

１０ 三重の同心円からなる枠組み。社会の中に経済が位置づけられ，社会の外側に生存基盤としての環境が位置づけられている。
１１ Social-Economic-NaturalComplexEcosystemの略。MaandWangが１９８４に開発したもの７０）。
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を設定するものがほとんどであったが，分野間の相互関

係の重要性が理解され，分野間の指標を設定するものが

増えてきている。本枠組みにおいても，３．１．２項で指摘

した「現象構造をどのように計測するか」という課題を

乗り越えようとしており，また，分野間をまたぐ事象が

持続可能な発展を確保するうえで大きな障壁となりうる

と考えたために，分野間を強調した枠組みとした。ま

た，図１７に示したように，６大分野を平面上に展開し，

そこに指標もしくは「貧困」，「労働」，「気候変動」，「国

の経済力」などの指標分類を直接記載することとした。

従来の指標群が分野ごとの指標リストを提示していたの

とは異なり，指標間の関係性がより明示的に表現される

ことを意図している。

ところで，これまでの持続可能な発展指標の枠組みで

は，４つ目の柱として「制度」が位置づけられているも

のがある。制度面の指標の検討は他の３つの柱と比べて

検討は遅れているが，Spangenberg７１）では，制度面の重

要性が議論されており，制度面の指標リスト案が提示さ

れている。ただし，「制度」は他の３つの柱とは性格を

異にするため，【付録３－４】で述べるような扱いとし

た。

（２）総合的評価指標と個別指標の導入

本枠組みでは総合的評価指標と個別指標の２つの種類

の指標を導入することとした。３．１．２項で述べた２つの

種類の指標の「いいとこどり」をすることを企図したも

のであるが，ここでいう総合的評価指標は個別指標を集

約した統合指標ではない指標を想定している。いかに網

羅的な指標群を用意しても，個別指標が重要な視点をと

らえきれない可能性がある。つまり，指標枠組みで計測

する個別指標群の数値がいかに向上したとしても個人が

幸福や満足が感じられないということである。このよう

な事態は指標選定が不適当な場合に起こるが，指標選定

が適当であったとしても，時代とともに問題として認識

される事象が変化することでも起こりうる。したがっ

て，総合的評価指標と個別指標の相互補完的利用を想定

することで，選定されている指標群の継続的な見直しに

も役立つことを期待している。このことは枠組みそのも

のにも（７）の「時間軸の強調」を求め，一方で，人々

の認識に着目して枠組みそのものに（５）の「主観・感

覚的要素の積極的導入」を試みていることにもなる。

（３）国全体の指標と個人・世帯の指標の導入

国等が策定する持続可能な発展指標は，当該国等全体

の指標が設定されることがほとんどである。本枠組みで

は，３．１．２項で指摘した「指標と生活実感との乖離をど

のように埋めるか」という点を克服するために，国全体

の指標と個人・世帯の指標の両方を導入することとし

た。

生活の質（QoL）や幸福・満足・自己実現のといった

各人の主観的総合評価を中心に，それを向上・持続させ

るための個人的・世帯的基盤と，個人や世帯を支える国

全体の基盤を位置づけ，持続可能性指標ではそれらの基

盤の充実度もしくは基盤を損なう活動等を計測すること

とした。そこで図１７においては，総合的評価指標を中心

に据え，個人的・世帯的基盤を計測する「個人側指標」

をその外縁に配置し（図中の青塗部分），国全体の基盤

を計測する「国側指標」をさらにその外縁に配置（図中

の緑塗部分）することとした。さらにその外縁が国外と

の関係を計測する指標を配置することができるため，現

在の国際化した状況についても枠組み上に位置づけるこ

とは比較的容易だと考えられる。なお，国内の地域の持

続可能な発展も国の持続可能な発展にとって重要であ

り，個人側指標と国側指標の間に，地域の指標群を配置

することも考えられる。ただし，現段階では枠組みが複

雑になることを避けるために地域指標は明示ししないこ

ととしたが，今後，検討を進めるうえで適宜，地域指標

を位置づけることを想定している。

（４）東洋的思想の積極的導入

我が国の持続可能な発展指標の枠組みを構築すること

が本研究の目的であるが，その際に，日本の文化・思

想・民族性というものは反映されているべきであろう

か。指標の利用で国際比較ということを想定しているの

であれば，これを考慮することはかえってマイナスとな

る。ただ国際比較を行うということは，他国との比較に

より当該国政府に取組の進展を促すことが主目的であ

る。本研究は，３．１．１項で述べたように，モデル研究で

十分にカバーできなかった領域でどのような事象が重要

となるのかなどを明らかにすることを目的としており，

当該国における現象把握が第一に優先されることであ

り，取組の進展を促すことは優先度が低い。また，他国

との比較を行う持続可能な発展指標はすでに存在してお

り，我が国においても取組を全般的に促す一定のインセ
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ンティブは作用していると思われる。取組が十分に進展

していないとすれば，我が国に固有な問題構造が把握さ

れていない，ないしは解決が困難な問題が存在している

といった個別具体的な問題の把握ならびにその具体的問

題を解決しようとするインセンティブを付与することで

あると考えられる。このような認識のもとでの指標の枠

組みであれば，日本の文化・思想・民族性というものが

反映された方がよいと考えられる。その一方で，現在の

国際状況であればある程度の国際的な一般性を確保して

いた方がよいと思われる。そこで，日本の文化・思想で

はなく，東洋的思想を積極的に導入することとした。な

お，指標は従来的には論理的思考に基づくものであり西

洋的な要素が多分に含まれる。これに東洋的思想が加味

されることで，新たな方向性をもった指標開発の展開が

図られる可能性に期待をするものであるが，単なる修辞

的技巧に陥らないように注意が必要である。

さて，東洋的思想の指標枠組みへの導入は，具体的に

は図１７の中心に陰陽太極図（白黒の曲玉のようなものが

組み合わさった図柄のこと）を配置した。これにより，

さまざまな事柄のバランスをとること，特に現在世代と

将来世代のバランスをとることの重要性を示すメッセー

ジとした１２。

（５）主観的・感覚的要素の導入

３．１節で述べた「持続可能な発展の質的側面をどのよ

うにとらえるか」という課題に対応するために，主観

的・感覚的要素を積極的に導入することとした。具体的

には，指標の選定の際に，一定割合で主観的・感覚的指

標を採用することとした。

（６）リーケージの積極的把握

３．１節で述べた「国境を越える事象をどのように扱う

か」という課題に対応するために，リーケージを積極的

に導入することとした。具体的には，指標算出の際に，

我が国の活動に付随して国外で発生している環境負荷量

を的確に計測するように留意することとした。

（７）時間軸の強調

３．１節で述べた「時間軸をどのように考慮するか」と

いう課題に対応するために，時間軸を強調することとし

た。具体的には，指標の選定の際に，すべての６大分野

において時間軸を考慮もしくは意識した指標が最低１つ

は含まれるようにすることとした。

さて，図１８に配置された分類名をさらに上位の概念を

示す用語で置き換えて，集約化を行ったものが図１７に記

載してある青字と黒字の表現である。６大分野の個人側

指標と国側指標の計１２の領域において，１～３のキー

ワードに集約したものが青字の用語であり，黒字はそれ

がより具体的に理解できるように青字に集約化する一段

階前の用語を示したものである。これらのキーワード

は，各領域でどのような事象が重要となるのかを示した

ものであり，今後のモデル研究で取り入れられることが

望ましい事象である。また，持続可能な発展指標研究に

おいても，これらのキーワードをもとに，【付録３－４】

で示す２種類の持続可能な発展指標を選定していくこと

が望まれる。

なお，キーワードの選定に当たっては，６大分野それ

ぞれにおいて，どのような点が持続可能性の上で重要で

あるか等を理解するために各分野の専門家，計１２人を招

聘したワークショップを通算６回開催した（【付録３－

５】）。キーワードの抽出や配置ならびにその他の指標開

発に関わる検討を行ううえで，各分野における具体的議

論はさまざまな形で参考になり有益であった１３。

３．２．３ 指標選定に向けた検討

本研究の目的は，これまでに述べた成果で最低限の達

成はできているが，計測されるべき持続可能な発展指標

を具体的に提示することができればさらに有用である。

指標を確定するにはさらなる検討が必要であるが，本項

では，指標策定プロセスの概要を整理し，指標候補とな

１２ 東洋的思想だからといって無条件に導入することは避けるべきで，東洋的ではあるが国際的にも発展性のある有用な思想に限って東洋的
思想を導入すべきと考えている。また，本研究があるAの思想を採用したとしてもAそのものを支持するわけでは必ずしもないことに注意
いただきたい。持続可能な発展の研究が価値観に関わらざるを得ないものの，科学研究としては価値観や信条等からは可能な限り中立的立
場をとることとしたい。なお，「科学と科学的知識の利用に関する世界宣言」７２）の２６．で述べられているように，「伝統的な知識体系や地方的
な知識体系が科学・技術に貴重な貢献ができる」という立場を本研究でもとっている。

１３ それと同時に，これだけの広範な分野を持続可能性という一貫した視点で理解するには非常に時間がかかるため，早急なとりまとめは適
当ではないと考えられた。事実，ワークショップで得られた視点や現象理解といった多くの成果は本報告書には示すことができていない。
別の機会に報告することとする。
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図１７ 構築した持続可能な発展指標の枠組み

図１８ 国等の持続可能な発展指標レビューにおける指標分類の指標枠組みへの配置
（図中のコードは表８の分類を示す。）



―４９―

りうる指標を例示することで，将来の研究への布石とす

ることとした。

持続可能な発展指標の策定については，いくつかの論

文等で一般的手順が述べられている。例えば，

Segnestam７３）は１）枠組みの構築，２）選定基準等の決

定，３）参加・審議ネットワークの構築，４）データ取得

という手順が各種の指標策定事例において共通的であっ

たとしている。また，Mitchell７４）は，１）指標利用の目的

の明確化，２）採用する持続可能性の原則の設定，３）重

要な問題領域の決定，４）採用する指標特性の決定（早

期警告を発する指標か経年変化を提示する指標化，問題

の原因を診断する指標か複数の問題を統合化する指標か

等），５）指標選定の基準（目的合致性，感度，計測可能

性，理解容易性等）に基づく指標の評価と選定の５段階

からなる手順を提示している。これらは，実務として指

標策定に関わる人々のための具体的手順といえる。これ

に対して，指標策定の手順を抽象化したものとしては

Rey-Valetteetal．７５）が 提 示 し た ‘Principle-Criteria-

Indicator’アプローチがある。持続可能性は何かという

原理や目的を整理したうえで，指標選定の基準をふま

え，計測可能な指標を選定するというものである。手順

は多少異なるものの，実際の指標策定作業が一方向のみ

に進行するのではなく行きつ戻りつ実施されることを考

慮すると，これらはすべて同一のことを異なる表現なら

びに異なる抽象度合いで指摘していると考えられる。そ

こで本研究ではこれらを参考に指標策定の手順を整理し

た。特に ‘Principle-Criteria-Indicator’アプローチを参

考にしつつも，PrincipleとCriteriaの区別が明確に定義

されにくい１４と考えられたことからこれらを一体的に扱

うこととし，また，実際のプロセスにおいては，指標に

用いるデータを取得する前の指標の絞り込みとデータ取

得後の選定された指標の妥当性・有用性を確認して指標

を決定するという２種類の選定があることを考慮して，

「クライテリア－選定－データ確認」という図２０に示す

アプローチで指標策定を実施することとした。まず，ク

ライテリアの設定である。これは，指標利用の目的や策

定したい指標の種類・性格を十分に考慮したうえで定め

るものである。レビューした報告書等以外にも，例えば

Sustainablemeasures７６）では持続可能な発展指標が備え

るべきクライテリアを提示しているし，また，Kates

etal.７７）はサステイナビリティ・サイエンスにおける主要

論点を，福島７８）は持続可能性の要件をそれぞれまとめて

いる。既存の知見を参考にしつつ，クライテリアを定め

ることが望まれる。次が指標の選定である。図１７で示し

たキーワードについての現象を詳細に記述したうえで，

持続可能な発展にかかる重要な点を見つけだし，先に設

定したクライテリアに合致するかを確認し指標候補を決

定する。最後は，その指標に用いるデータを収集・確認

１４ 既存指標のレビューをふまえると，Principleが持続可能な発展固有の特徴に関わる原理であり，Criteriaが指標一般についてもあてはま
る指標が有すべき特性（計測可能性，理解容易性など）と整理することはできそうであるが，今のところ統一的な見解・認識はなさそうで
ある。

図２０ 指標の選定の枠組み：クライテリア－選定－データ確認
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し，データの利用可能性や信頼性を見極めつつ，本来測

定したかった事象が計測されているかを確認する。これ

らの手順においては，図２０の矢印が示しているように，

繰り返しを伴う作業が想定されている。

本研究においては，このうちの第一巡目のクライテリ

アの設定と指標選定を実施した（繰り返しによる精査は

せず）。ただし，指標選定における１）の現象の記述は

一部の分野のみに実施したのみで，また，実施した現象

記述結果についても作業者以外の方々からの意見反映・

修正などを行っておらず，完成度は必ずしも高くない。

ところで，指標策定に関わる人に着目すると，既存の

指標策定のアプローチは地域の持続可能な発展指標に代

表されるように市民の参加を非常に重視したものから，

検討会などの専門家パネルという専門的知見の活用を重

視したものまで，幅広いアプローチがある。本研究にお

いては，６回のワークショップ（【付録３－５】）により

専門的知見の活用をしつつも，基本的には参加型アプ

ローチはとらず少数の作業者で指標選定の検討を実施し

た。この点の改善も将来の検討課題である。

指標選定のクライテリアは，指標選定を進めながら逐

次修正されるものであるので，暫定的なものであるが，

想定したクライテリアのうち本研究に特徴的な点をいく

つか示す。

・６大分野における個人側と国側の計１２領域のそれぞれ

から少なくとも１指標ずつを主指標として選定する。

・その他に，適宜，補助指標を選定する。

・同じ問題であれば，早期対応が可能なようにできるだ

けDrivingforceやPressureの状態を主指標として計

測する。

・指標の値の解釈が難しいもの（指標値がより大きいも

しくは小さい方が望ましいとはいえない指標）は主指

標には採用しない。

・象徴的で，かつ問題が広く認知されるような指標を採

用する。

・日本に固有の問題をとらえた指標を積極的に採用す

る。

・現代世代にとって重要でも，持続可能性にとって直接

的に重要でないものは除外する。

以上の指標選定の枠組みをもとに，絞り込んだ持続可

能な発展指標群を図２１に示す。繰り返すようであるが，

あくまでも試行作業による選定案であり，また，現象の

記述や作業者以外からの意見の反映など不十分な点があ

り，暫定的な結果である。特に，持続可能な発展という

点に関するクライテリアが十分に検討されておらず，今

後の大きな課題の一つとなっている。したがって，これ

らは有力な指標候補というよりも，指標候補に含めるべ

き指標の一部と理解すべきものである。

選定された指標群の選定理由を述べる。まず，中心の

総合評価指標についてであるが，究極的に集約化された

主観的な指標としては，幸福度や満足度などの指標があ

る。ただし，これらの指標はあくまでも現時点，現世代

についての主観的事項が計測されており，時間軸が考慮

されていない。そこで，時間軸を考慮した「将来への希

望」の選定候補に含めることとした。ただし，玄田７９）

が指摘しているように，希望をもつこと自体がよいと単

純に結論できるわけではないことや，計測上の課題（ど

のような質問で調査を行うのか，主観的指標の善し悪し

など）もあるので，検討課題も多い。

「社会と環境」の分野においては，個人側指標として

「住まいのQoL（QualityofLife）指標」，国側指標とし

て「生活環境DtT集約指標＋生活高需施設・職場へのア

クセシビリティ」を指標候補に含めることとした。いず

れも，住まいやまちづくりに関わる複数の項目を統合し

た指標を想定しているが，どのような項目を含めるかは

検討できていない。これについては，住生活基本計画や

浅見８０）が提示している指標などが参考になるだろう。な

お，ここでいう「生活環境DtT集約指標」というのは，

関連するある基準との乖離度（DtT）を和や積で集約化

した指標を指し，「生活高需施設」とは若年層であれば

学校，老年層であれば病院というように，人のライフス

テージそれぞれにおいて良くアクセスする施設・場所等

を指す。そして，個人側と国側の指標をまとめて主観的

な現状判断をするものとして「居住満足度」を指標候補

に含めることとした。この指標には，受け身的な満足度

だけでなく，「地域への愛着」といったより積極的にま

ちに関わることについての要素を含めるべきと考えた。

しかし，一方で，愛着があるゆえに現状追認的になり将

来起こりうる問題を回避せずに先送りする可能性もある

ため，より詳細な検討が必要となっている。

「環境」の分野においては個人側指標として，「自然へ

の畏敬・感謝」を指標候補に含めることとした。自然に

対するこのような気持ちなしには，自然保全・自然保護

が実践できないと考えたためである。国側指標として
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は，自然生態系に関わるものと環境汚染に関わるものの

両方を選定することとした。前者については，自然環境

と人間活動の関わり方は画一的に決まるものではなく地

域に応じて変わるものであり，また，自然環境そのもの

も地域によって異なるものであることから，異なる土地

利用形態（自然保全形態）に設定される目標値との乖離

度を指標化する「土地利用別の自然生態系管理DtT集約

指標」を指標候補に含めることとした。ミレニアム生態

系評価８１）や我が国の第三次生物多様性国家戦略で指摘さ

れている状況を鑑みると，自然生態系の状態を示す指標

よりは，人々が自然生態系とどのように関わっているか

というマネジメント指標の方が重要であると考えられた

ことから，よりマネジメントを重視した指標を挙げるこ

ととした。また，現在，環境省が生物多様性総合評価指

標８２）を検討しているので，その議論を参考にしながら

も，持続可能な発展という視点を十分に反映した指標選

定を行うべきと考えている。一方，後者の環境汚染に関

わる指標としては，大気環境基準値や水質環境基準値と

の乖離度を集約化した指標を指標候補に含めることとし

た。環境基準を達成しており，もはや我が国では問題の

少ない項目と，基準達成が達成しにくい項目をいかに集

約するかが一つの課題になると考えている。

「環境と経済」の分野においては，国側指標として，

天然の恵みの持続的利用という観点から「持続可能な森

林・漁業管理のもとで供給される（木材や漁獲物等の）

割合」を選定候補に含めることとした。現時点では，

FSC（ForestStewardship Council）や MSC（Marine-

StewardshipCouncil）などの認証制度のもとでの供給割

合を想定している。単に森林や漁業資源が管理されてい

るだけではなく，その管理が市場経済にリンクされてい

なければ不適切な資源利用に陥りやすいという認識が背

後にある。低炭素社会と循環型社会の観点からは，「非

再生資源投入量」を指標候補に含めることとした。すで

に，地球温室効果ガス排出量や資源生産性の指標が実際

の政策では多用されているが，持続可能な発展の観点か

ら改めてこれらの問題を見つめるためにあえて異なる指

標候補を挙げた。これらの指標の算出においては，国外

で付随的に発生させている負荷も把握されていることが

図２１ 試行作業による持続可能な発展指標の候補
（指標の後の括弧内は【付録３－２】の指標の種類を表す，点線で囲われた指標は検討の熟度がより低いことを示す。DtT:
DistancetoTarget（目標との乖離度合い），QoL:QualityofLife（生活の質），ESD：EducationforSustainableDevelopment（持
続可能な開発のための教育））
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望ましい。個人側指標については，適当な指標は挙げる

ことができなかったが，LOHASに代表されるような，

ストイックでないより魅力的な個人の環境配慮行動を促

すために，「魅力的なエコライフの選択肢の幅」を指標

候補に含めることとした。ただし，魅力的なエコライフ

とは何か，選択肢の幅とは何かなど，検討課題も多く残

されている。

「経済」の分野においては，国側指標として「政府債

務残高/GDP」と「プライマリーバランス」を指標候補

に含めることとした。いずれも財政の分野では国際的に

も重要とされている指標である。なお，中央政府の債務

だけでなく，地方公共団体や関連団体の債務も含めた指

標であることを想定している。また，産業側の視点では

「マネー好循環指標」というものを指標候補に含めるこ

ととした。どの産業が将来の我が国を養うのかといった

産業の将来像に焦点をあてた指標も重要と考えられた

が，各論となり検討に際限がないとも考えられたので，

資金を必要とする産業・事業に適切にお金が循環してい

るかといった全体における要点のみをとらえることとし

た。各分野における詳細な議論すべてを理解したうえ

で，国全体の持続可能性を検討することは個人の能力を

超えていると考えるが，一方で自分の分野以外のことを

理解せずに全体の議論をしても総花的な議論にしかなら

ないと考えられるので，限定された能力のもとで詳細な

各論と包括的な全体論の検討をどのように集約化・総体

化していくことが持続可能な発展研究における一つの大

きな課題と考えられた。個人側指標については，世帯の

再配分所得（＝可処分所得＋社会保障額）を実質的な家

計を養う指標ととらえ，その世代分布を経年的に把握す

ることをもって家計を養う力が強まっているのか弱まっ

ているのかを計測することとて，「再配分所得の世代分

布」を指標候補に含めることにした。

「経済と社会」の分野においては，国側の指標では，

貧困・経済的不平等と地域格差の２点に着目し，「長期

貧困率」と「偏人口構成地域割合」を指標候補に含める

こととした。貧困率については，国際的には相対貧困率

が用いられているが，すでに指摘されているように一時

的に貧困状態になることはありえるため，貧困状態が継

続して一部の層に固定化することの方が問題とすべきと

いう意見も多い。そこで，この問題をとらえ，かつ時間

軸をよりとらえている「長期貧困率」を選定した。ただ

し，長期貧困率の算定は一部の研究８３）で進められている

が長期のコホート研究が必要となるので，社会状態の継

続的なモニタリングが欠かせない。地域格差は何をもっ

て格差とするかが難しいが，人口構成が偏っている地域

は持続可能性が低いと考え，そのような地域の割合をと

らえることにした。この指標についても，どの程度を

偏っているとするのか，また地域の単位を市町村単位と

するかさらに単位を狭くして中山間地域や中心市街地を

より明確にとらえることとするかなど検討すべき課題も

多い。個人側指標については，さまざまな格差を是正す

る制度が機能しているかということを計測しようとする

もので，「セーフティネットの信頼度」を指標候補に含

めることとした。より客観的な指標が望ましいと考えら

れたものの，複数の社会保障制度を個別に評点づけるこ

とは難しいと考えられたことに加えて，セーフティネッ

トが存在していても国民に不安がある状態は好ましくな

いと考えたために主観的指標を選定している。ただし，

通常の意識調査では調査されるのは困窮状態にない人々

であるため，本当に困っている人々の意見が反映されな

いという点で課題があると考えられる。

「社会」の分野においては，個人側指標として「自由

時間」を選定候補に含めることとした。我が国は国際的

にみて労働時間が長いことが指摘されているが，それが

一因で個人レベルでの社会・地域への関与・活動が制限

されており持続可能な発展を進展させるうえでのバラン

スが悪くなっているのではないかという懸念がある。個

人側指標と国側指標の中間に位置する指標としては，

「健康寿命/関連費用」と「身近な人々への感謝」を指標

に含めることとした。健康寿命は平均寿命に代わって注

目されてきている指標でWHO８４）でも算出がされている

が，その一方で，健康を維持するためにいくらでも費用

をかけられるわけでもない。例えば，国が借金をしてま

で健康保険制度を手厚くすることは将来世代に負担を強

いるために，持続可能な発展の視点からいえば好ましい

こととはいえない。そこで，両者のバランスをとるため

にこれらの比を指標に含めることとした。「身近な人々

への感謝」は，「人と人とのつながり」を重視して選定

したものであるが，計測上の課題だけでなく，これが適

当かどうかにも疑問の余地があり，検討課題が多い。国

側指標については，「ESDの実施校数」を選定候補に含

めることとした。「人を育てる」ということは持続可能

な発展においても重要なことと考えられ，UNESCOを

中心に検討が進められているESD（持続可能な開発の
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ための教育）に着目した。ただし，ESDはまだ発展途

上であり，何をもってESDとするか，有効なESDとは

どういったものかなど多くの検討課題が残されている。

このような現状においては，ESDという概念を肯定的

に受けとめて積極的に取り入れようとする学校がどれだ

けあるかのみを指標でとらえることとし，ESDの内容

には現時点では踏み込まないこととした。このように社

会の発展によって指標でとらえるべき事象は異なるはず

で，発展段階を持続可能な発展指標の枠組みにどのよう

に組み込むかは大きな検討課題の一つと考えられる。

３．３ まとめ

本章では，持続可能な発展指標等のレビューや指標の

枠組みの構築や考え方の整理を通じて，中長期のシナリ

オ研究において重要な構成要素を抽出したうえで（表

８），新たな指標枠組みのもとで重要なキーワードを提

示し（図１７），さらに試行的に２２の項目へと構成要素を

絞り込んだ（図２１）。また，持続可能な発展指標にはい

くつかの類型があることを確認するとともに，指標開発

の課題も多く残されていることを確認した１５。特に，個

別の指標における持続可能な発展のクライテリアを設定

することや時間軸の考慮など，本質的な課題が残されて

おり，地道な研究を着実に積み重ねていかなければなら

ないと考えられる。それから，持続可能な発展指標の利

用という面でも，持続可能な発展指標が計測すべき対象

という面でも，制度・マネジメントには相応の重要性が

あり，研究だけでなく実務面でもさらなる展開が期待さ

れる。

１５ 本プロジェクト終了後に，スティグリッツ・レポート８５）が出された。当該報告書は，本研究で重点をおいた多数の指標群からなる指標で
はなく，どちらかといえば集約的な単一指標に重点を置いているにも関わらず，指標の課題については共通する点も多いと感じられた。
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【付録３－１】各国等における持続可能な発展指標

各国等の持続可能な発展指標の特徴を簡潔に述べる。

以下では指標の分類を大きな方から「分野－項目－指

標」と表現して整理し，訳により誤解が生じやすいもの

についてはそのまま原語も併記した。

a）UNCSD（国連持続可能な開発委員会）：２００１年に持

続可能な発展指標のガイドライン１）を策定し，その後

も指標開発の作業・活動を行っている（なお，

UNCSDの指標開発にかかる活動は，１９９５年にス

タートしている）。社会，環境，経済，制度の４分野

について３８項目を設定し，５８の指標を設定。バラン

スがとれた指標体系になっていると評価できるが，

途上国においても利用できる一方，先進国における

新たな社会現象を十分にはとらえきれていない。な

お，２００７年に新しいガイドライン２）が出されている。

b）アルゼンチン：２００６年の報告書３）において，社会，環

境，経済，制度，国際，効率性の分野における６７の

指標を提示している。

c）オーストラリア：持続可能な発展に向けた戦略の進

捗を計測するために策定された指標が２００２年に発表４）

され，その中で，個人及びコミュニティの幸福

（wellbeing），将来世代の幸福を保証するための経済

成長，世代内及び世代間の公平性の確保，生物多様

性・生態系・ライフサポートの維持の４分野に３０指

標を設定。さらに２００６年には，統計局が進捗報告書５）

を公表し，個人，経済と経済資源，環境，共生

（livingtogether）の４分野に１９のヘッドライン指標，

７５の予備指標と２３のその他指標を設定。環境面の指

標は土地利用や水資源などが主体であることに特色

がある。

d）オーストリア：政府が２００２年に持続可能な発展に向

けた戦略を発表６）。生活の質，経済活動，生活空間，

責任の４分野にそれぞれ５項目の非数値目標（計２０

の目標）を提示し，それらを計測する５２の指標を設

定。目標は，２００語程度からなる文章で書かれてい

る。２００６年には同指標についての状況報告書７）を作

成。国内状況を示す４８指標のデータをとりまとめ

（非掲載の４指標データは，「オーストリアの責任」

という分野における国際的な４指標（HDIやGDIな

ど））。独特な指標としては，育児休暇取得にかかる

指標がある。

e）ベルギー：持続可能な発展にかかるタスクフォース

が２００５年 に 報 告 書８）を 作 成。DrivingForce，

Pressure，State，Responseの４分野に４４の指標を設

定。環境指標になじみのある整理であるが，

Responseを除く３分野について環境だけでなく，社

会と経済についても項目を設定しているところに特

徴がある。独特な指標としては，仕事のストレスと

いう指標がある。

f）カナダ：円卓会議が２００３年に作成９）。４つの資本に

着目した指標で，経済資本（producedcapital）とし

てGDPを，その他に自然資本（大気質や水質等），

人的資本（教育水準）の指標をそれぞれに設定。社

会資本の指標は開発中。これを含めて指標の数は８

つ。

g）デンマーク：２００２年に指標の報告書１０）を作成。８つ

のヘッドラインに１４の指標，個別事象・セクターな

どの１３分野６３項目に９１の指標，合計１０５の指標を設

定。１３分野は，気候変動，生物多様性，健康，資源，

国際活動，食料，林業，産業・貿易，輸送，エネル

ギー，都市と住居，対策，ローカルアジェンダ。

h）フィンランド：政府プログラムが既存の指標を見

直し，２００６年に３３の指標を設定１１）。うち２つは

EnvironmentalSustainabilityIndex，HumanDevel-

opmentIndexという集約指標。その他は，自然資源

保全，地域の持続可能なコミュニティ，幸福

（wellbeing），持続可能な発展のセーフガードとしての

経済，国際的責任，持続可能な選択への支援（R＆D）

の６分野における３１の個別指標。特徴的なものとして

は，家からサービス施設までの距離という指標があ

り，単なる住居としてではなく居住環境として生活

環境をとらえている。また，サービスの満足度と

いった主観的・感覚的な指標も含まれている。

i）ドイツ：２００２年の報告書１２）で持続可能な発展のモデ

ルが提示され，世代間の公平性，生活の質，社会結

束（cohesion），国際的責任の４分野２１項目に２５の指

標を設定。多くの指標に２０１０年の数値目標を設定。

独特な指標としては，健康面の満足度の指標がある。

j）ルクセンブルグ：２００２年に持続可能な発展指標１３）を

発表（２００６年に更新された模様）。社会，経済，自然

の３分野それぞれに１０程度，計２７の指標を設定。

k）ノルウェー：政府が２００３年に専門委員会を立ち上げ，

２００５年に指標をとりまとめ１４）。さらに２００６年に見直

しがされ，１３分野１８項目について１８の指標を設定１５）。
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１３分野は，気候変動，広域大気汚染，生物多様性，

文化遺産，自然資源，有害物質，経済，消費，教育，

財政，世界における貧困，労働，健康。独特な指標

としては，世代会計にかかる指標がある。

l）スウェーデン：統計局と環境庁共同で２００１年に報告

書１６）を発表。持続性に向けた方策として，効率性，

貢献及び公平性，適応性，将来世代のための価値と

資源という４分野に３０の指標を設定。その後，政府

と統計局により，健康，持続可能な生産と消費パ

ターン，経済開発，社会結束（cohesion），環境と気

候，グローバルな発展の６分野について８７の指標を

策定（うち１２がヘッドライン指標）１７）。独特な指標と

しては，孤独の指標やメディアの信頼度の指標があ

る。また，栄養状態の指標があるが，栄養不足では

なく，肥満の指標である点が先進国らしい。

m）スイス：スイスの統計局，環境局，国土開発局が合

同でMONETという指標群を開発１８，１９）。持続可能な発

展の定義を解釈し，社会連帯（solidarity），環境責

任，経済効率の３分野それぞれに持続可能性の仮説

を設定。例えば，「再生資源の消費はその再生量より

も小さくなければならない」，「人間生活の尊厳は貧

困からの解放を必要とする」といった仮説であり，

２０項目に４５の仮説がある。そして，それらを計測す

る指標を選定している（仮説と指標は多対多の対応

関係になっており，計１６３の指標）。さらに２００５年に

は主要１７指標の現状を示した簡易報告書２０）を，２００６

年にはエコロジカルフットプリントの適用を検討し

た報告書２１）を作成。生活の満足といった主観的・感

覚的な指標があるのが特徴的。

n）米国：省庁間をまたぐ指標ワーキンググループが

１９９８年に経済，環境，社会の３分野の４０指標を４００

以上の候補から選定。３分野それぞれにPSRの枠組

みを基に作成した指標の枠組みを用い，長期的な資

産（endowment）と 負 債，過 程（process），現 状

（currentresults）という３つの項目を設定してい

る。２００１年には，１９９８年に用いた持続可能な発展指

標の枠組みを用いて３９の指標を再選定２２）。指標の数

では，経済指標が減り，社会指標が増えている。独

特な指標としては，十代の妊娠，片親世帯で生活す

る子供の指標がある。

o）英国：１９９６年に最初の持続可能な発展指標を策定２３）。

１９９９年にQualityoflifecountsという指標群に改定２４）

し，同年の持続可能な発展に向けた戦略で進捗等の

把握に用いられた。経済，コミュニティ，環境と資

源の管理，正確な情報伝達・注意喚起（sending

therightsignal），国際協力の５大分野に１８分野を設

定し，１５のヘッドライン指標と１３２の個別指標を設

定。２００４年には同指標群をさらに改定２５）（データの

修正と指標のサブカテゴリの見直しがされた）。In

yourpocketという年度報告書では，そのうちの主な

指標の状況が報告されている（２００６年版では１４項目

の６９指標）２６）。数多い指標の中には独特な指標が含ま

れており，食品中の残留農薬や十代の妊娠，地域コ

ミュニティの精神，社会排除（socialexclusion），消

費者情報，多国間協定の実施，持続可能な発展に対

する意識といった指標がある。

p）アイルランド：２００２年の報告書２７）でNationalprogress

indicatorsを提示。変化への対応，情報社会の発展と

利用，経済の包括（inclusion），社会の包括，生涯学

習，地域発展，国際協力，環境保全と管理の８分野

に つ い て１８指 標 を 設 定。そ の 他 に 背 景 指 標

（backgroundindicators）として１２の副指標も設定。

q）チェコ共和国：２００４年の持続可能な発展に向けた戦

略報告書２８）では，経済，環境，社会，研究・開発・

教育，国際，ガバナンスの６分野についての２４指標

を提示。

r）フランス：２００３年６月の「持続可能な発展のための

国家戦略」を契機に，各省間作業部会が発足して，

２００４年に持続可能な発展指標報告書２９）をとりまとめ

た。経済，環境，社会と衛生の３大分野に１２の中分

類を設け，４５指標と１５のサブ指標を設定。

s）ニュージーランド：統計局から２００２年に出された報

告書３０）では，人口変化，環境と生態系の復元力，経

済成長とイノベーション，人々のスキルと知識，生

活 水 準 と 健 康，消 費 と 資 源 利 用，社 会 結 束

（cohesion）の７分野について４０の指標を提示。

t）台湾３１）：全域と都市部の指標があり，前者はPSR枠

組みに基づいて社会pressure，経済pressure，環境

質state，資源・生態系state，制度responseの５つ

の集約指標を設定。後者は単一の集約指標。集約指

標はいずれも６～７の個別指数を集約。

u）香港：経済，自然資源，生物多様性，余暇と文化的

活況，環境の質，モビリティの６分野について２７の

指標を提示３２）。
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v）タイ：国家経済社会開発局がタイ環境研究所とケナ

ン研究所が２００３年から実施する指標開発を支援し，

２００５年の第２期報告書３３）にて，３７の指標が提示され

た。指標は環境，経済，社会の３大分野からなる。

w）メキシコ３４）：経済，環境，社会，制度の４大分野にア

ジェンダ２１の２７の章を割り当てて，それに見合う６１

の指標と設定。指標は，PSRフレームをもとに３種

類の指標に分類されている。

x）ラテンアメリカ３５）：国連の地域オフィスが作成。生物

多様性，水資源管理，脆弱性・居住・持続可能な都

市，社会問題（健康問題，不平等，貧困を含む），経

済問題，制度の６大分野に２５の中分野を設け，３８の

ガイド目標を設定。厳密には指標ではないが，指標

と同様に何を着目して，どのような軸で状態を把握

するかが明示されており，レビューに含めた。

y）東アジア：東南アジア地域での持続可能な発展指標

の研究プロジェクトをとりまとめた資料３６）に記載さ

れている指標。社会，環境，経済，制度の４大分野

に１９の中分野と小分野を設定し，７１の指標を選定。

PSRフレームをもとに，PSRとその組合せから６種

類に指標が分類されている。

z）UNDG：国連開発グループにより２００２年に策定され

たミレニアム開発目標を進捗状況をモニタリングす

る指標として，２００３年に報告書３７）が出された。８つ

の大分野に１８の分野，２９の指標を設定。

【付録３－２】持続可能な発展指標の分類

持続可能な発展に関係する指標には，性格の異なるい

くつかの指標群がある。以下は，それらを分類・整理し

たものである。本研究では，これらすべてを「持続可能

な発展指標」として位置づけて，検討・考察を行った。

Ⅰ．持続可能性そのものを計測する指標

－a．持続的であるかが分かる指標（持続可能性指標）

－b．持続的でないことが分かる指標（非持続可能性指

標）

－c．持続的であるかは分からないが安定性が高まって

いるかが分かる指標（例：多様性など。「安定性指

標」）

Ⅱ．持続可能性を達成するうえで重要なものにかかる指

標

－a．影響度の大きい要因の状態を示す指標（達成要因

指標）

－b．そのような要因を高める状態にあるかを示す指標

（促進力指標）

Ⅲ．持続可能性を損なう可能性があるものにかかる指標

－a．影響度の大きい要因の状態を示す指標（阻害要因

指標）

－b．そのような要因に対抗できる状態にあるかを示す

指標（「抵抗力指標」。脆弱性指標を含む。）

なお，これらの指標計測が難しい等の理由がある場合

に，代理指標が利用されることが考えられる。その意味

では，代理指標も一つの種類と理解できるが，上記の分

類とは異なる次元での分類であるため上記の分類には含

めなかった。

【付録３－３】研究者・NGO地域等による国レベルの持

続可能な発展指標

研究者・地域等が作成した国レベルの持続可能な発展

指標の特徴を簡潔に述べる。以下では，指標を３種類に

分けて，説明する。

（１）従来の経済指標であるGDP等に，環境の状態や社会

人間的価値等，通常のGDPでは捕捉されていない価

値を付加して新たな指標を作成するタイプのもの

① RedefiningProgress３９）：エコロジカルフットプリン

トと，GenuineProgressIndicator（GPI）で構成さ

れている。後者は，GDPに，経済指標に，家事労働

等通常のGDPでは対象外となっている項目を加え

て，総合的な経済指標としたもの。すべて貨幣換算

して表記する等，従来からGDPを中心に開発が進ん

できた「グリーンGDP」の傾向が強く出ている。

② 世界銀行４０）のGenuineSavingsは，伝統的な国民経済

計算の貯蓄の概念を「維持可能な開発」の考え方に

沿って拡張するもの。環境経済統合勘定の初期に考

案された手法である。貯蓄概念の拡張は，主に，

（１）地下資源など国民経済計算において資産として

認識されながら，採掘による資産価値の変動がフ

ローとしては考慮されない点の変更，（２）経済活動

による自然環境への負の影響を貨幣評価し貯蓄から
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控除，（３）教育支出を人的資本の蓄積として貯蓄・

投資に加算，等の方法によって実施される。

③ 大 橋 照 枝 氏 の「人 間 満 足 度 尺 度（Human

SatisfactionMeasure,HSM）」４１，４２）は，社 会，経 済，

環境の３つの側面を労働，健康，教育，ジェンダー，

環境，所得，の６カテゴリーにバランスよく組み込

んだものである。上記に示した諸外国の指標のよい

ところを取り込み分かりやすい指標として開発され

ている。

④ ISEW４３）（IndexofSustainableEconomicWelfare）：

HermanDaly,JohnCobbJr．によって開発された指

標。GDPの構成要素のうち，ヒックスの「持続可能

な所得」概念に一致した要素である個人消費と純資

本投資を基礎に，所得格差の調整，環境劣化・保全

の追加，他の社会的費用・価値の追加，を行ったも

の。

⑤ IEW（IndexofEconomicWell-being）４４）：Osbergに

よって開発された統合的福祉指標。消費のフローを

表す「一人当たり実効的個人消費」，資産ストックの

純増加，所得分配，経済的安全保障，の４本柱で構

成される。社会的指標の側面が強い。

（２）複数の指標を選択し，それらをまとめて複合指標

とする方法

⑥ EVI（EnvironmentalVulnerability Index）４５）：South

PacificAppliedGeoscienceCommission（SOPAC），

UNEnvironmentalProgramme（UNEP）等により

開発された指標。５０の指標を用いて，国の経済社会

の環境劣化による脆弱性を評価することを目的とし

ている。

⑦ IUCN（The World Conservation Union）４６）：The

WellbeingIndexを開発している。８８の指標が２つの

サ ブ 指 数（HumanWellbeingIndexとEcosystem

WellbeingIndex）に集約されている構造となってい

る。前者，HumanWellbeingIndexは，人々の健康

及び人口，経済的なゆたかさ，知識，共同体，公正，

を示す複数の指標によって構成されている。後者，

EcosystemWellbeingIndexは，土壌，水，大気，生

物種＆遺伝子，資源利用，を示す複数の指標によっ

て構成される。すべての国を比較してランク付けす

ることが目的であることから，乳幼児死亡率等途上

国対応の指標も選ばれている。世界をざっと把握す

るのに適している。

⑧ WWF（WorldWildlifeFundforNature）４７）：人間活動

が環境・資源に及ぼす影響の大きさを示す

ecologicalfootprintと，地球の自然環境の質を示す

livingplanetindexの２つの指標を用いて，２つの異

なるタイプの環境状況を示そうとしたもの。前者は

ブリティッシュコロンビア大学が開発した手法で，

各国の資源や食糧の消費量とその輸出入のデータか

ら，国ごとに実際に消費している分を土地の広さで

示した指数。他の指標と比べて環境保全の側面が強

く，人間・社会の幸福感の代表性に弱い。

⑨ WEF（WorldEconomicForum）４８）：イ エ ー ル 大 学

（YCELP）と，コロンビア大学（CIESIN），との共同

プロジェクトにて，ESI（EnvironmentalSecurity

Indicator）を開発した。ここでは，６８の指標が，以

下の５つの構成要素に分類されている構成となって

いる。

（a）環境システム（大気質，水質，水量，生物多様

性，土壌）

（b）環境ストレスの減少（大気汚染減少，水ストレス

の減少，生態系ストレスの減少，廃棄物及び消費

圧力の削減，人口増加率の削減）

（c）人間の脆弱性の減少（基礎人間持続力，環境の健

全性）

（d）社会・制度的能力（科学技術，議論する能力，規

制，民間部門の公的責任，環境情報，環境効率

性，公共選択によるゆがみの減少）

（e）グローバルな管理（国際約束，地球規模の基金へ

の拠出・参加，国際的公共物の保護）

⑩ JapanforSustainability（JFS）は，我が国有数の環

境保護団体であるが，JFSが開発したJFSIndexとい

う指標４９）では，環境，経済，社会，個人の４要素そ

れぞれに，容量・資源，世代間公正，地域間公正，

多様性，意思とつながり，の５項目を代表する指標

を多数選択し，それを総合化して指数化（得点）し

ている。まず最初に目指すべき日本の将来像を描い

てからその理想像への達成度でインデックス化して

いるという点で，他の多くの指標研究には見られな

いユニークな方法を採用しているといえる。

（３）その他

⑪ FriendsoftheEarth５０）：HappyPlanetIndex（HPI）

を開発。HPI＝（幸福度×平均寿命）/エコロジカル

フットプリント と定義している。指標名は注目を
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引くが，使われている指標には独自性がない。「幸福

度」という主観をアンケート調査等で調べる必要が

ある。

⑫ IISD（InternationalInstituteforSustainableDevel-

opment）５１）：国際交渉関連では最大の情報量を誇る環

境保護団体。国連CSDの指標開発作業の事務局とし

て資料を作業しており，世界各国の指標関連の情報

をcompendiumという形でリストを作成している。

独自の指標開発はしていない。

【付録３－４】提示する持続可能な発展指標の枠組みに

おける「制度」の扱い

本研究では，「制度」は持続可能な発展に向けた人・

地域・国のケイパビリティを表すものだと考える。環境

指標においては，PSR（Pressure-State-Response）フ

レームワークや類似のフレームワークがあるが，ここで

いうResponseが持続可能な発展でいう「制度」に相当

するという理解である。この「制度」に関わる指標を

「持続可能な発展マネジメント指標」（略して「SDマネ

ジメント指標」１６）と呼ぶこととすると，この指標は，

【付録３－２】で述べたIIbの促進力指標とIIIbの抵抗力

指標に含まれることになる。ただし，自然環境の抵抗力

は，人・地域・国といった人間社会のケイパビリティで

はないので，SDマネジメント指標には含まれない。そ

して，SDマネジメント指標以外の持続可能な発展指標

を「持続可能な発展モニタリング指標」（略して「SDモ

ニタリング指標」）と呼ぶとこととする。このように指

標を整理すると，付図５のように持続可能な発展指標を

整理することができる。

指標は，そもそも現実の事象をある指標空間に投影す

るものであり，投影の仕方によって投影・捨象される事

象が異なる。付図５のように考えた場合には，持続可能

な発展指標は，２種類の指標群が同一の分野・領域につ

いて提示されることになる。つまり，「制度」を表す指

標群は「環境」，「経済」，「社会」といった分野ごとに指

標が提示されることとなり，図１７，１８に示した分野・領

域（付図５のオレンジ色で示した領域に相当する。）と

同じ平面上に考慮する必要はないこととなる。

１６ SDはSustainableDevelopmentを表す。

付図５ ２種類の持続可能な発展指標
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【付録３－５】専門家ワークショップ

以下の２点を目的として，各分野から有識者・専門家

を１２人招聘し，計６回のワークショップを開催した。

（ア）持続可能な社会を構成する各分野において，どの

ような点が持続可能性の上で重要であるかを確認す

る（付図５でいう指標に投影する元の事象を的確に

把握・認識する）。

（イ）NIES持続可能性指標に採用できる指標もしくは方

法論を理解する（付図５でいう指標空間への投影の

仕方を理解する）。

ワークショップの招聘者・テーマ等を付表４に示す。

付表４ ワークショップの開催概要
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